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１．議事日程 

   （平成１８年第３回安芸高田市議会９月定例会第７日目） 

 

平成１８年９月１９日 

午 前 １ ０ 時 開 会 

於 安 芸 高 田 市 議 場 

日 程 第 １ 会議録署名議員の指名 

日 程 第 ２ 一般質問 

 

２．出席議員は次のとおりである。（２２名） 

１番    明 木 一 悦    ２番    秋 田 雅 朝 

３番    田 中 常 洋    ４番    加 藤 英 伸 

５番    小 野 剛 世    ６番    川 角 一 郎 

７番    塚 本  近    ８番    赤 川 三 郎 

９番    松 村 ユ キ ミ   １０番    熊 高 昌 三 

１１番    青 原 敏 治   １２番    金 行 哲 昭 

１３番    杉 原  洋   １４番    入 本 和 男 

１５番    山 本 三 郎   １６番    今 村 義 照 

１７番    玉 川 祐 光   １８番    岡 田 正 信 

１９番    渡 辺 義 則   ２０番    亀 岡  等 

２１番    藤 井 昌 之   ２２番    松 浦 利 貞 

 

３．欠席議員は次のとおりである。（なし） 

 

４．会議録署名議員 

１１番    青 原 敏 治   １２番    金 行 哲 昭 

 

５．地方自治法第１２１条により説明のため出席した者の職氏名（１９名） 

市     長    児 玉 更太郎      副 市 長    増 元 正 信  
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副 市 長    藤 川 幸 典      総 務 部 長    新 川 文 雄  

自治振興部長     田 丸 孝 二      市 民 部 長    杉 山 俊 之 

福祉保健部長兼

福祉事務所長
    廣 政 克 行     産業振興部長    清 水  盤 

建設部長   

兼公営企業部長
    金 岡 英 雄     教 育 長    佐 藤  勝 

教 育 次 長    沖 野 清 治     消 防 長    竹 川 信 明 

美土里支所長    立 川 堯 彦     高 宮 支 所 長    猪 掛 智 則  

甲 田 支 所 長    宍 戸 邦 夫     向 原 支 所 長    益 田 博 志  

総 務 課 長    高 杉 和 義     財 政 課 長    垣 野 内  壮 

企 画 課 長    竹 本 峰 昭 

 

 ６．職務のため議場に出席した事務局の職氏名（４名） 

事 務 局 長  増 本 義 宣    議事調査係長  児 玉 竹 丸 
書 記  国 岡 浩 祐    書 記    倉 田 英 治 
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～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午前１０時００分 開会 

◯松 浦 議 長   それでは、おはようございます。 

定刻になりましたので、ただいまの出席議員は２１名であります。 

定足数に達しておりますので、ただちに本日の会議を開きます。 

本日の議事日程はあらかじめお手許に配布したとおりであります。 

日程に入るに先立ち市長から行政報告の申し出がありましたので、

これを許します。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   定例会第７日目の冒頭にあたりまして、去る１６日から１８日まで

の豪雨及び、台風１３号に伴う市内における災害の状況について報告

を申し上げます。 

このたびの豪雨は、局地的にかつ短時間に大量な雨が降ったところ

による大きな特徴がございます。１６日の午後１０時前後に降り始め

た雨が多いところで吉田町多治比、甲田町、八千代町で１時間に２０

ミリを超える雨量を５時間続けて観測をしております。そのなかでも

特に八千代町では、１６日の午後１０時から１７日の未明にかけて、

３時間のうちに１８０ミリという雨を記録をしております。３時間に

１８０ミリというのは記録的な豪雨になろうかと思います。降り始め

からの累計が２９０ミリということでございますので、この１日降っ

た雨量の６０％が３時間のうちに集中したと、こういう記録になって

おります。このような局地的で大量な雨は各地で道路、河川、水道、

家屋、農地等の施設に多くの被害を及ぼしてまいりました。私も１７

日の夜中の午前４時頃には、一時的に市の避難施設に避難されており

ます皆さんをお見舞いしながら、特に被災の大きい地域を中心に回っ

ていましたが、河川の氾濫を見ながら自然災害の恐ろしさを改めて認

識をした次第でございます。家屋の倒壊や床上、床下浸水などで今も

なお避難を余儀なくされ、不自由な生活を強いられている方や怪我を

負われた方々、ひいてはさまざまな被害に遭われたすべての市民の皆

さんに心よりお見舞いを申し上げる次第でございます。 

特に次に具体的な被災の状況について申し上げますが、９月の１７

日午後６時現在把握しております被災状況、今はまだ最終的にはまと

めておる最中でございますし、八千代の支所長も今日は被災の状況を

まとめにゃいけんということで欠席をしておるような状況でございま

すが、今まで１７日午後６時現在でまとめた状況が軽傷者が３名、家

屋の全半壊が８棟、床上床下の浸水が９２棟、公共土木施設で道路被

害４２ヵ所、河川被害８ヵ所、橋梁被害１ヵ所、まだこれは集計中で

ございますが、まだまだ、特に河川については今から出てくるんでは

なかろうかと、水の引いた状況を見ながらいうことになろうかと思い

ます。農林水産施設で農地が２７０ヘクタール、農道等の農業施設が
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１２ヵ所、地滑りが４ヵ所、ライフラインで八千代町の水道施設、排

水管５ヵ所となっております。なお、水道施設は橋梁が流されたこと

により、それに共架しておりました排水管が破損いたしましたが、そ

の後一部復旧に努め、現在では断水が２５戸となっております。全面

復旧を急いでおりますが、当面は生活水の確保のため職員がポリタン

クによる各戸への給水を続けておるところでございます。 

現在も寄せられた被害報告や災害情報に基づき鋭意状況の把握等に

務めてまいりますが、昨日も八千代町に行ってまいりましたが、河川

の水位が下がっていますと、特に八千代町では河川がことごとく被災

をしておると、こういう状況がございますので、まだまだ今から被害

が増えてまいるというように考えております。今後早急に全容をつか

み、ご報告を申し上げたいと思います。 

取り組みの経緯といたしましては、河川の氾濫や灌水で被害の拡大

が予想されるため、１６日の午後１１時５０分、本庁に災害対策本部

及び各支所に災害対策支部を設置し、対応することにいたしました。

その後１７日の午前０時５０分には、特に江の川の合流点で丹比から

出る多治比川が決壊寸前になりまして、土手も１メートルくらいしか

残さないところまで浸食をされました。それを受けて吉田町の川手地

区と高樋地区に避難勧告を出すと同時に、有線放送等で自主避難を呼

びかけた結果、一時は市内の避難施設１５ヵ所に４６０人の市民の皆

さんが非難されておられました。特に多治比川の江の川合流点が決壊

いたしますと、吉田町の中心部、警察の方まで水がいき、さらに下流

へもって工業団地の方まで浸水するということで、すぐ緊急に吉田土

木と広島建設局と連絡を取りながら、業者へ緊急の対応をお願いした

ところでございますが、幸い水位が引きだしたということと朝までに

は応急の処置ができたということで、午前６時には避難解除をして、

朝のご飯は帰って食べてもらったと、こういうような状況でございま

すが、なお、１０数人については自主避難をされており、現在でも避

難をされておるのが６人ではないかと思いますが、その対応を引き続

いてしておるところでございます。このたびの状況では人命第一を念

頭に、いち早く避難勧告を出す決断をさせていただきました。 

ご理解をいただきたいと思います。幸い大事に至らなかったことが

不幸中の幸いと考えております。 

最後に先ほど申し上げましたが、まずは被災の全容を正確に把握し、

適切な対応を早急に行ってまいりたいと考えておりますので、議員の

皆さんにもよろしくお願いしたいと、特に今回は八千代・吉田・甲田、

江の川流域について、局地的に今まで経験したことのない大雨が降っ

たということが大きな被害をもたらせて我々としても今まで経験のな

いことでございますし、国道５４号線が灌水をして通行止めになった

というのも、恐らく４７年の災害以来ではないかと思うわけでござい

まして、今後これらの対応について我々も考えていく必要がある。特
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に内水面の国司の橋のところで江の川の水位が上がりましたんで、あ

この水門を止めてしまったために結局、水の出場がなくなったと、こ

ういうことで、建設省はポンプを持って対応はしてくれたんですが、

なかなかポンプだけでは対応できんということで、今後は一番大きな

課題はあそこへ常設のポンプを設置することが大きな課題ではなかろ

うかと。今までも要求をしているんですが、なかなか建設省も莫大な

費用がかかるということで、まだやってくれておらんですが、今後我々

としても最大の課題として、この問題に取り組んでまいりたいと、こ

のように考えておるところでございまして、まだまだ新しい災害が出

てくると、被害の報告が出てくると思いますので、特に八千代町につ

いてはことごとく本流に出る川が、山から出る川が氾濫をして、家が

危険状態にあるところが各地に出ておると。家のところまで河川の堤

防が崩れてきたと、こういうところがあるわけでございます。ほとん

どが県河川であるわけでございますが、県と協議しながら対応してい

きたいと思います。議員の皆さんにもいろいろご心配をかけて、真夜

中に出ていただいた議員さんもたくさんおられまして、本当にご苦労

をかけたわけでございますが、我々も今後復旧に最善を尽くしていき

たいと、このように考えておるわけでございます。 

今までわかりました災害の経過について、ご報告を申し上げました。 

○松 浦 議 長   以上で行政報告を終わります。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

○松 浦 議 長   日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

会議録署名議員は、会議規則第７９条の規定により議長において、

１１番 青原敏治君、１２番 金行哲昭君を指名いたします。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

日程第２ 一般質問 

○松 浦 議 長   日程第２、一般質問を行います。 

一般質問の順序は通告順といたし、持ち時間は設けず、会議規則の

とおり１人３回までといたしますので、あらかじめご承知おきくださ

い。 

それでは、質問の通告がありますので、順次発言を許します。 

９番 松村ユキミさん。 

○松 村 議 員   はい、議長９番。 

新政会の松村ユキミでございます。このたびの台風１３号によりま

す風雨により被災されました方々に心よりお見舞いを申し上げます。 

さて、先に通告いたしております２項目についてお尋ねをいたしま

す。まず１点目といたしまして、本市の男女共同参画社会づくりの現

状と今後についてお尋ねいたします。人権の世紀と言われる２１世紀

は、男女共同参画の世紀でもあります。我が国では１９９９年、男女

共同参画基本法が制定、施行されました。翌２０００年３月には東京
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都、埼玉県、出雲市などの条例を先頭に積極的な取り組みが進められ

てきたところでございます。続く２００５年、昨年７月１日現在で都

道府県に制定されました条例は４６、市町村におきましては２６９、

同じく推進計画においては都道府県が４７、市町村では９９９にも及

んでいるところでございます。短期間にこれだけの条例や基本計画が

進められたということは、この必要性がいかに大きいかということを

示すものであると思います。 

さて、本市におきましても合併２年目にしてプラン策定を終え、現

在半年を経過したところでございます。プラン書の冒頭お示しいただ

いとりますように、男女共同参画社会の実現は、住民と行政の協働の

まちづくりを目指す本市の将来像「人輝く・安芸高田」の実現に欠か

せない要件のひとつと述べておられるところでございます。 

そこで、２点についてお尋ねをいたします。プラン策定によります、

その後の推進状況と成果のほどについてお尋ねします。２点目といた

しましては、各委員会、審議会における女性の登用されております現

状と、今後の方向性についてお尋ねをしたいと思います。 

２項目目といたしまして、公園の設置等、子育て環境の整備につい

てお尋ねをいたします。少子高齢化社会と言われて久しく近年地域に

おいて、幼児の遊んでいる姿を全く見かけなくなったように思ってお

ります。働くお母さん方の増加に伴い、保育所の充実、本市におきま

しても新たに保育所建設が進められておりますところでございますが、

少子化対策の一貫であると、大変嬉しく思います。こうしたなかで、

なお幼児期を母親の手で育児に専念しておられるお母さん方もたくさ

んおられます。こうしたお母さんたちの悩みとして、市内に子どもを

遊ばせる公園がないということです。しょせん人間は自然との触れあ

いの中で感性を育み、仲間との遊びを通して社会性を養っていくとい

うことは、幼児期においても大切なことであると考えます。今社会で

は子どもの虐待など後を絶たない状況の中で、一日中子どもとの向き

あった生活の中で気持ちの限界がそうした結果をもたらすものかとも

思います。幸い本市においては、活発な公民館活動の中で子育てサー

クルを通してネットワークを大切にお母さん方頑張っておられます。

しかし、サークル活動には回数にも限界があります。人の集いやすい

場所に、今安全性が問われる中で安全で人目の届く場所に公園等、子

どもの遊べる施設の整備が必要であると考えます。子どもの集いの場

は母親の交流の場ともなります。今後、もっと子どもを産み育てるこ

とに喜びを感じていただくお母さん方が増えていただくためにも、環

境の整備が大切であると考えますが、所見を伺います。 

○松 浦 議 長   ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   松村議員のご質問にお答えをいたします。 

まず第１に、安芸高田市の男女共同参画社会づくりの現状はどうな
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っておるかというご質問でございます。 

ご質問のように男女共同参画プランは、平成１６年度に男女共同参

画推進懇話会において、市民意識調査の結果に基づき関係団体等の意

見を聴取され提言書が提出されました。その提言をもとに、男女共同

参画プラン策定委員会から本市が取り組むべき施策のあり方について

答申をいただき、総合的かつ計画的に推進するため、平成１７年度末

に安芸高田市男女共同参画プランを策定したところでございます。 

次に推進状況と成果についてのお尋ねでございますが、平成１８年

度から重点事業として７つの事業を設定しておりますが、本年度は、

啓発事業として市内 6 地区を巡回するリレーイベントの開催に向けま

して、準備をしておるところでございます。他の事業についても現在、

具体的な実施方針、内容、体制、経費等の検討をしており、逐一取り

組みをしてまいりたいと考えておるところでございます。 

次に各委員会、審議会における女性登用の現状をお尋ねでございま

すが、法律または政令による地方公共団体に置かなければならない審

議会等の女性の登用状況では、平成１８年４月１日現在で、本市に該

当する審議会等の数は１９でございます。この１９の審議会のうち女

性を登用している審議会の数は１４ございます。また、審議会の委員

の総数４３０人のうち、女性委員数は１２７人で、安芸高田市の女性

委員の構成の比率は２９．５％となっております。この数値を県内の

市町村と比べてみますと県内１４市のうち第１位が三次市の２９．

８％に次ぎまして、うちが２９．５%でございますので、三次市に次

いで第２位の位置にあるものであります。ちなみに県内１４市の平均

値は２３．５％となっております。政策決定を行う審議会への女性委

員の登用は、本市の重点課題の一つでもあり、定数制導入事業として、

女性委員を定数の半数、５割とすることを基本目標としており、今後、

改選期を迎えるもの及び新規に委嘱するものについては、特に積極的

に取り組んでまいりたいとこのように考えておるところでございます。 

次に公園の設置等というご質問でございます。近年の少子化、核家

族化や近隣との人間関係の希薄化により、子育てや育児について気軽

に相談できる相手や仲間が身近にいない、また交流の場がないなどに

より、子育て中の親には、密室での育児による孤立感、閉塞感をもた

らし、子育てへの不安や精神的負担が増大しておるのが実態でござい

ます。交流の場としての公園等の整備でございますが、新たな場所を

確保するのは非常に町中にそういうものを設置するのはなかなか土地

の問題等で難しい状況にあり、既設の公有地や公共施設を有効利用し

ての環境整備について検討させていただきます。遊具等につきまして

は、安全面とか維持管理の問題もございますので、慎重に考えてまい

りたいと思います。 

また、子育て支援ということでは、現在、１１ヵ所の保育所におい

て、保育所に通っておられない家庭に対しまして、親子そろって保育

所の園庭を開放し、子どもを遊ばせることができる事業を実施してま

いっております。他の子どもとの交流の機会を与えるとともに、子ど

もを持つ親同士の交流の場としても利用されておるところでございま
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す。また、子育て中の親が気軽に集う交流の場、児童虐待や子育ての

総合的な相談、各種情報提供ができる子育て支援センターを現在建設

中の第２庁舎総合文化保健福祉施設の中に新たに設置をし、また現在

でもそれぞれの支所単位においても公民館等でこのような親子教室等

を開いておるところでございまして、子育ての支援、サポート体制を

整備してまいりたいと考えておるところでございます。 

○松 浦 議 長   以上で、市長答弁を終わります。 

答弁漏れはありませんか。 

９番 松村ユキミさん。 

再質問を許します。 

○松 村 議 員   大変適切な答弁をいただいたところでございます。 

実は１点再質問をさせていただきたいと思います。男女共同参画の

１点目の項目なんですが、委員会、審議会の女性登用の中身について

１８年９月１日現在１９項目の中で、女性の登用されているのが１４

項目と言われたんですけど、その中身を分析してみます中で、５項目

は女性は皆無になっております。それだとパーセンテージが２９．５％、

これは三次に次ぐ２番目の大変、３割ということは望ましいこと、私

たちが希望するところなんですが、この中身の分析を見ますと１９項

目の中で５項目には女性が皆無であると。それは中身を正してみます

と、歴史民俗資料館等は文化財委員さんがその委員になられるという

ような充て職的なものもございまして、そこらはこれからの課題とい

たしまして、それから１０％台、これは１６．７％であったり１０％

であったりするのが、１９のうち７委員会ございます。皆無の分が５

委員会と、それから１０％台が７つの委員会、合わせて１２の委員会

がまだ女性の１０％台であるということ。その３０％の数字が上がっ

ておる中身を見ますと、図書館協議会、これは１０人中８人が女性が

占めております。それとか生活相談員、１２３人中６２人、５０．４％。

人権相談員５人のうち２人が女性で４０％。それから児童館運営委員

会、これが９人のうち４人が女性で４４．４％。体育指導員さんが６

２のうち２４、これが３８．７％。そういう断トツに女性の登用をし

とっていただく、そういうことをならして２９．５％という中身の現

状を見ます時に、全体的にまだ女性の登用が３割にはまだ届いてない

と。それで県の状況を見ますと、県が示しておりますのが平成１７年

に２４％、女性の占める比率が２４％。それを平成２２年、２０１０

年に３割を目標にしております。この広島県の男女共同参画審議会に

は、本市より副市長の増元市長さんがその審議委員さんになっとって

いただきますので、大変力強く思っております。そういう現状で鳥取

県においては、もう４割を女性にして知事の意志によって４割上がっ

てこない委員リストについては、承認しないというふうなところまで

いっとるのが現況でございます。 

そこでお尋ねをいたします。本市といたしまして、２９．５いう数

字は本当に望ましい数字なんですが、まだその中身の分析では１割台、
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１０％台が１２あると。１９のうち。そういう中で、ほいじゃあ３割

へ到達、全体的なものを上げていく今後、更新をされる委員会、審議

会については何割、これが任期が３年のもあれば４年のもあろうと思

いますので、今後の市長さんも言われますように、更新するものにつ

いては、最低３分の１は、３割は女性を登用するように目標値を定め

るというふうなお考えをお聞かせいただきたいと思います。２５％、

クォーター制を取るのか、３割は確保する方向で今後の更新にはあた

っていくとかいうふうなところの数字的なものをお答えいただきたい

と思います。 

○松 浦 議 長   ただいまの質問に対しまして答弁を求めます。 

市民部長 杉山俊之君。 

○杉山市民部長   今ご質問いただいたとおりの分析結果でございまして、先ほど市長

の方から答弁もありましたように、任期の関係、あるいはいろんな役

職の関係等が今から改選の時期に入ってまいりますので、具体的にそ

の数字をいついつまでに３割に到達するということにつきましては、

今から市民部がこの事務を所掌しておりますけども、関係各部局、教

育委員会含めてそういう３割に近づけるように市民部としてもお願い

をすると、また市長へもそういう時期に改選時期、新しい委員会がで

きた時期、その目標が５割となっておりますが、極力その５割に近づ

けるように今後努力していきたいと考えております。分析の結果は松

村議員さんが言われたとおりでございます。 

よろしくお願いいたします。 

○松 浦 議 長   以上で答弁を終わります。 

再々質問はありますか。 

〔再々質問なし〕 

○松 浦 議 長   以上で、松村ユキミさんの質問を終わります。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○松 浦 議 長   続いて通告がありますので、発言を許します。 

１３番 杉原洋君。 

○杉 原 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   はい。 

○杉 原 議 員   １３番、新政会所属の杉原洋でございます。強い台風１３号の影響

で死亡されました方々、被害に遭われました方々に心から哀悼の意と

お見舞いを申し上げるものでございます。 

通告に基づきまして、簡潔に市長並びに消防署長にお伺いをいたし

ます。はじめに分駐所の運用体制についてでありますが、市内、高宮

町、美土里町、北部周辺地域住民の長年の期待にこたえていただきま

して、安芸高田消防署北部分駐所を設置していただきますことに感謝

と敬意を表するものでございます。先般８月２１日、議会全員協議会

におきまして執行部並びに消防署から分駐所の運用体制について、説

明を受けたわけでありますが、勤務時間が６時間と１日の４分の１だ
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けの時間しか勤務に当たらない。開所日は平日で、月曜から金曜まで

で、土曜・日曜・祭日・年末年始は本署で対応すると説明をされてお

るわけであります。このような運用体制では関係住民の不安は到底ぬ

ぐいきれないものがあると思うものであります。このような体制に、

どのような根拠でされたのか、またこの体制で本当に北部周辺地の関

係住民の負託にこたえていけるのかお伺いをするものであります。 

次に業務管理委託についてお尋ねをいたします。本市におきまして

は、平成１７年度より行財政改革の一環として指定管理制度を導入さ

れ、保育所をはじめ公共施設において業務管理委託を締結してきてお

られます。そうした中で、平成１７年度の保育所業務の委託について

の成果をお伺いするものでございます。 

また、安全管理面についてお伺いをいたします。本年７月３１日、

埼玉県ふじみ野市の小学校で２年生の女子児童がプールの吸水口に吸

い込まれて死亡するという大変痛ましい事故が発生しております。こ

れは、委託業者が長年にわたり安全管理をおきざりにしてきた結果と

聞いております。また、全国的にも安全管理が徹底していないプール

があり、急遽使用禁止にされたところも多くあると聞いておりますが、

本市における業務委託は、業者側への指導は徹底しておられるとは思

いますが、念のため指導についてのことをお伺いするものであります。 

○松 浦 議 長   ただいまの杉原洋議員の質問に対し、答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   杉原議員さんの分駐所の運営体制についてということでございます。

ただいまのご質問でございますが、分駐所の設置は長年の懸案でござ

いまして、消防署が設置された時からの分駐所の問題は６町の課題で

あったわけでございます。本年度の当初予算に施設及び救急車等の整

備に係る予算を計上いたしまして、それぞれ事業に着手したところで

ございます。 

一方、分駐所の運用につきましては、これに係る主たるものが人件

費でございまして、安芸高田市の厳しい財政状況のもとでは、これを

いかに低コストで運用することができるかが最大の課題でございます。

特に一部事務組合の消防の時代にも、この人件費の問題が一番大きな

課題で何十年という歳月を費やしてきて、ようやく今日までたどって

きたわけでございます。なお、最近ご存じのように、地方財政が非常

に逼迫をしてきておりまして、人件費を特にどのように抑えていくか

というのが一番の大きな課題で、安芸高田市としても今後５、６年の

間に１００人の職員を減らしていくという計画を立てておるなかで、

消防職員を増やすという問題が大変、我々も頭の痛い問題であるわけ

でございまして、昨年度そのような問題をクリアをする方法はないだ

ろうかと、こういうことを研究してまいりまして、消防庁等の国の意

見もいろいろ聞きながら救急業務に特化をして、火災等の消防につき

ましては消防団にお世話になるということがありますが、この救急業
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務だけに特化して、しかも消防職員のＯＢを採用して、非常勤特別職

でなんとか対応はできんだろうかと、いうことでいろいろ研究をして

まいったわけでございます。特に人件費の抑制をどのようにするかと

いう体制を今考えて、非常勤特別職で対応すると、こういうことで対

応をしたわけでございます。もちろん、これをもって関係住民の負託

に十分こたえるとは思っておりません。まずはこれでスタートをさせ

ていただきながら、状況を見ながら順次充実をしていくと、こういう

ことをひとつ対応させていきたいと考えておるわけでございます。救

急業務の実態を見ましても、ほとんどが昼間の救急業務が多い時で、

夜間深夜はほんと限られておるという状況でございますので、まず、

一番業務の多い昼間に対応するということで、そういう措置をとらせ

ていただきましたんでご意見は十分わかりますが、我々も財政の状況

等も考えながら住民への対応も十分していくという、両方をにらみな

がら今後考えさせていただきたいと考えております。 

○松 浦 議 長   答弁が漏れがございます。 

○児 玉 市 長   すみません。次の答弁が一部私が答弁をさせてもらって、あと教育

長が答弁するということになっております。 

平成１７年度の保育所の人的業務委託の成果についてのお尋ねでご

ざいますが、人的業務委託は実施初年度という状況の中で、随時総務

課、担当課及び委託業者と連絡調整しながら実施してまいりました。

保育所の業務委託は他の施設と違いまして、年度中途でも入所児童数

の増加や正規職員の育休、病休、出張等により、急遽職員を補充する

必要が生じたり、また、パートでの補充を必要とすることもございま

す。このような不規則な雇用の形態に対応するためには、現行の制度

はなくてはならないものとなっておるものでございます。また、お尋

ねの財政効果についてでございますが、基本的にコストの比較は、従

前の臨時職員等を雇用していた場合の賃金等の額と比較するのではな

く、委託業務をすべて正規職員で対応した場合の人件費と比較した場

合、どれほどの効果が見込まれるか、ということであろうと思います。

先ほど申し上げたとおりの状況から、単純に平成１６年度の決算額と

平成１７年度の決算額、または１８年度の予算額を比較し、評価する

ことはなかなか難しい問題であろうかと思います。 

よろしくご理解賜りたいと思います。また、次の質問につきまして

は教育長の方から答弁をいたします。 

○松 浦 議 長   以上で市長の答弁を終わります。 

続いて答弁を求めます。 

教育長 佐藤勝君。 

○佐 藤 教 育 長   プールの管理委託と安全について質問がございましたので、お答え

をしたいと思います。 

埼玉県ふじみ野市のプール事故は誠にいたましい事故で、安全管理

の徹底をすることが施設を預かっている者として必要最低限の義務で
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あることを改めて肝に銘じた次第であります。埼玉県ふじみ野市のプ

ールで起きた事故を受けまして、早速、プールの排水口の点検を行い

ました結果、市内では向原の有保プールと高宮の船佐東プールに、排

水口の蓋が、ネジあるいはボルトでしっかり固定されていないことが

判明しました。すぐに使用を中止しまして、ボルトの固定をする修繕

を行いました。船佐東プールは、８月１１日までの使用予定でしたの

でそのまま使用を中止し、有保プールについては、８月９日に使用を

再開したところです。市内のプールのうち、指定管理しているものは、

吉田温水プール、Ｂ＆Ｇ海洋センター３施設であります。教育委員会

が所管しているプールについて、８月１０日のプールにおける安全確

保のための緊急アピールという通知がございましたので、これを受け

まして、監視員が適切に配置されているかどうか、監視員に対してプ

ールの施設・構造や監視業務について十分な指導を行っているかなど

を点検し、点検結果をそれぞれのプールに掲示しておるところでござ

います。委託している業者には、排水口の蓋を固定しているボルト等

の緩みがないかの点検はもちろんのこと、日々の監視体制を十分図り、

安全確保のため万全を期するよう指導しておるところでございます。 

以上でございます。 

○松 浦 議 長   以上で答弁を終わります。 

再質問ありますか。 

１３番 杉原洋君。 

○杉 原 議 員   はい、１３番。 

答弁をいただいたわけでございますが、財政上のところを私も存じ

ておるわけでございますが、あまり責めたくはないわけでありますが、

市民に久しくやはり平等に福祉をあてにゃならんということは言うま

でもないですね。この対象地域は吉田病院、どうしてもこの安芸高田

市は医療をしてもらうというのは吉田に出にゃいけんのんですね。そ

うした中で、距離が遠いことと冬期間に時間がかかるわけですね。そ

ういう中でなんと申しましても、言うまでもないですが命が一番大事

なんですね。それが救われるか救われんかとこういうことになるわけ

ですね。そのために市長さんは分駐所をどうしてもやってやろうとい

うので勇断したところであります。それに感謝しております。そうし

た中で、もうひとつこの救急業務の実態を統計をとりながら、きめ細

かく配慮をしていただいておるわけでありますが、生身であります。

いつどがなことがあるかわからんのですよね。それは誰もが保障でき

んですよね。あった時にこれが必要なんであります。そういうことか

らおきましても、どうしても１日に６時間体制で運用していただくと

いうのは耐えられんわけですね。関係住民は。そのことをもうひとつ

聞いてみたいと思います。業務委託をされた中で成果は一様には言わ

れんという答弁がなされております。そのように私も思いますが、こ

れ１１月の決算においては明らかに示されるように思いますので、こ
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こで深く問いただすことはいたしませんが、成果は出ておるように言

われましたので、１１月に示していただきたいと思います。 

また、プールにあたりましては教育長適切な、当局におかれまして

は適切な措置をとっていただいておるように思います。どうか今後に

おきましても毎年やっていかねばならないことでございまして、安芸

高田市から他市のような事件が、事故が起こらないように万全を期し

ていただきたいと、このように思います。 

○松 浦 議 長   ただいまの再質問について答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   ただいま杉原議員さんのおっしゃったとおり、分駐所の問題につき

ましては長年の懸案であったわけでございます。数字から見ますと非

常に人の命に金はつけられんということは、全くおっしゃるとおりで

ございます。しかし実態は、現在平成１６年度の実績から言いますと

年間１，４００件救急車が市内で出ておるわけでございまして、その

中で３０分以上の地域へ出ておる件数が比率から見ると非常に少ない

という問題もございます。そういうことも考えながら、今後住民の皆

さんに安心してもらえるような体制を順次整えていきたいということ

で、まずこの問題に一応長年の懸案に突破口を開いたということで、

まずご理解を賜りたいと思います。それから人員の配置についても、

基本的には正規職員を配置するのが本当でございますが、やっぱりい

ろいろ国・県と協議をした結果では、救急資格を持っておる職員なら

非常勤特別職でも対応しても違反ではないと。ええとは言わんが違反

ではないと、こういう回答をいただきましたんで、そういう方向にさ

せてもらってできるだけ人件費を節約しながら、僻地の皆さんのご期

待にこたえるという対応をさせていただいたということで、ご理解を

賜りたいと思います。 

今後、ご指摘のとおり順次対応を考えていく必要があろうというよ

うに考えております。 

○松 浦 議 長   以上で答弁を終わります。 

再々質問がありますか。 

１３番 杉原洋君。 

○杉 原 議 員   誠意ある回答をいただいたわけでありますが、もう少し踏み込んだ

体制にしていただきたいと。徐々にでなけらにゃならんと思います。

そうした中で、昨年も智教寺でちょうど１年余りになりますが、スズ

メバチに襲われたわけですね。もう少し早かったら命を落とすんじゃ

なかったんだろうと、遺族の方が悔やんでおられました。そういった

ことも、事例もあるわけであります。数が少ないとは申されましても、

やはり一人ひとりが大切なんじゃなかろうかというふうに私は思いま

す。誠意を持って取り組んでもらっておりますので、期待をしており

ます。どうぞひとつ、関係住民の方が安心して暮らせるような体制に

一日でも早くしてもらいたいことを強く要望いたしまして、私の質問
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を終わります。 

○松 浦 議 長   答弁はいいですか。 

○杉 原 議 員   いいです。 

○松 浦 議 長   以上で杉原洋君の質問を終わります。 

ここで１１時１０分まで休憩といたします。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午前 １０時５８分 休憩 

午前 １１時１２分 再開 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○松 浦 議 長   休憩前に引き続き、会議を再開いたします。 

続いて通告がありますので発言を許します。 

２０番 亀岡等君。 

○亀 岡 議 員   はい、議長。 

○松 浦 議 長   自席にて発言を。 

○亀 岡 議 員   私は本議会での質問としましては、それぞれ皆様のお手元にござい

ますように、障害者自立支援法による関係者の負担増につきまして、

これが軽減措置を求めるということで、通告をしていたわけでござい

ますが、先般、それと同一の内容の請願が関係地区の組織の代表の方

から提出され、これが所管の文教厚生常任委員会に付託審議をされる

こととなっております。したがって、この件につきましては今後議会

が係わっていくという案件になってまいりますので、この際、私の質

問を取り下げることとさせていただきます。よろしくお願いいたしま

す。 

○松 浦 議 長   ただいま亀岡議員の説明で、２０番、亀岡等君の通告質問は取下げ

られました。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○松 浦 議 長   続いて通告がありますので発言を許します。 

１６番 今村義照君。 

○今 村 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   はい。 

○今 村 議 員   あきの会所属の今村でございます。今回大枠３点の質問をしてみた

いと思っております。 

まず、第一に市独自の政策の展開についてでございます。地方分権

化に伴い、地方自治体の独自な政策が求められている点でございます。

合併という手段で地方自治体の組織のスリム化、事業や事務の重なる

部分を除き財政の効率化、職員の能力開発や人材交流によって国や県

の事務事業などの権限移譲の受け入れ対策の強化等によりまして、住

民への行政サービスの提供を図るため合併を促進し、安芸高田市が誕

生して２年半年経ったわけであります。その間の情勢の変化はすざま

しく合併準備期に立てた建設計画や、それに基づいて合併年度に計画

いたしました総合計画は、６町の課題を持ち寄り全体構想としたもの
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でございますが、今や各地域から市全体の施策への転換が求められよ

うとしているのではないかというふうに考えるわけであります。財政

の逼迫は顕著で、国や県に依存した自治体の行政執行では当市の展開

は開かれないのではないかと危惧するものでございます。従来の手法

を超越して、市が主体的に全体的にみずからの自治像を描くことが求

められているのではないかと考えるわけでございます。市としての地

方分権の理念を国や県の推進、分権推進計画ではなくてみずからの言

葉で表現し、市独自の自治推進計画を策定すべき時期にきていると考

え、目指すべき基本目標の実現に向けた政策展開につき、３つの対策

についてご所見をお伺いしたいのであります。 

まず第１点目が行財政改革の重点対策でございます。本市の集中改

革プランの策定がなされ、その目的とするところが地方公共団体にお

ける行政改革の推進のための新たな指針にとって、集中的に取り組む

主要課題として７つの項目を抽出され、１７年度から２１年に至るま

での行政プランが示されておりますが、これは市民にとって大変総花

的であって、中身のほどは理解しがたいものというふうに私は考える

のであります。かかる観点に立って行財政改革の重点対策についての

ご所見を改めてお伺いをしたいのでございます。 

次に２点目として、定住促進対策についてお伺いするものでござい

ます。もとよりこの対策は、中山間地に位置する本市にとって最大の

問題であります。これまでのように６町、まんべんなく定住を図ると

いう手法では、無駄なばらまき行政になるのではというふうに考える

わけでございます。合併当初の指標であります「２０１４年度に３万

５千人の人口に挑戦するための具体的な戦略」としての中長期にわた

る対策。広島市、東広島市、三次への隣接地域を有機的に結びつき、

短縮化を図る政策を国や県に求めると同時に、市独自の土地利用計画

による定住促進を図る住宅地の特定化、そのためのインフラ整備等文

教対策だというように考えますが、その対策をお伺いしたいのであり

ます。 

次に３点目として農林水産業などの産業対策でございます。もとよ

り原点は産業活性化にあり、生産性を高め、付加価値を高め、いかに

経済的に向上を図るかということでございます。地域柄農林業は主要

産業であります。その基本目標は分野の中でいかに就業人口を高め、

農林業で食っていける層を増やし、生きがいを持って生産に携わる層

を増やし、全体的な底上げを図る施策が必要と考えるわけであります。

例えば１０月から稼働いたしますアグリフーズへの供給体制の整備も

計画よりも随分と遅れていると予想しますが、農業について見ると即

効的な生産性は期待できませんので、その供給体制を安定的に流通で

きる仕組みをつくり上げることが課題でございます。もちろんそのた

めの対応が、すべて行政の責任において行うということは不可能では

ございますが、市民へのサービスと地域の産業振興への役目を担い、
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基本目標として農業に係わる就業人口の増加を立てるなら、その方向

でリードしていくことは行政の役目であろうというふうに考えるわけ

でございます。また、高齢者、福祉の面から見ても前期高齢者の有効

活動、生きがい対策から見ても、シルバー人材センターの機能をより

高め、就業の機会や専門性を発揮して、労働力の円滑なる確保も生産

性を高めることにつながるんではなかろうかと考えるわけであります。

一方、若年層の対策として定住促進を図るなら、就業の場としての企

業誘致も必然となります。企業誘致をするならそのための進出しやす

い環境整備も考慮しなければなりません。ないない尽くしの中で市の

将来展開を図るためにも、市独自の基本目標に基づいた産業振興策の

ことについてお伺いしたいのであります。 

次に大枠２番目、危機管理体制に向けていかなる対策を取るかとい

うことでございます。今回図らずも１３号の思わぬ災害に被災された

市民の方々、この方々にはお見舞いを申し上げ、そのために出動され

た関係各位については深甚なる敬意を表するものでございます。この

案件のように、ここ数年の異常気象による風水害がところ構わず時期

も構わずやってきて、その災害による犠牲は人・物、これを問わず甚

大なものがございます。気象庁によりますと、集中豪雨の発生回数は

１０年前に比べて、倍増し、台風も異変と言えるほど上陸が増えてい

ると思われます。水害の犠牲者数も近年３桁に及び、原因として今年

の防災白書は情報伝達の遅れとともに、台風や大雨では死なないとい

う防災意識の希薄化を挙げております。図らずも今回露程をしたわけ

ですが、安芸高田市の地形を見たとき、陰陽の両先負にあって大雨に

よる水害は少ないであろうというふうには誰も予想したわけでござい

ます。しかしながら今回集中的に市内及び周辺に豪雨を見舞われた時

には、急速な氾濫による住宅や道路などに与える影響がもろに出てき

ております。特に吉田町内、甲田町内の一部、今回は図らずも八千代

町にもその被害は及ぶというふうに私は推理をしたわけですが、それ

以前に想像以上のものが今回ございました。地震時の対策についても

共通することでございます。災害情報を的確に伝え、危険なら避難を

呼びかける。住民は助け合って安全な場所に速やかに避難することが

重要でございます。かかる観点から３点お伺いいたします。 

災難避難についてどのような対策を立てるかということです。災害

時要援護者リストをどう作成し、整理するか。避難支援プランも合わ

せ、基本的なこの考え方、それと同時にどうそれらに対して具体的に

対応をしていくのかご所見をお伺いするのかが１点目であり、その避

難施設の安全性をどう優先的に立てていくのか。あるいは自主防災組

織をどういった形で活かすのか。３番目に水道事業について考えてみ

たいのでございます。地震や陥没による配水管、今回図らずもこのこ

とを露呈しておりますが、送水管の事故、逆に干ばつによる用水の不

足なども対応した危険回避の方策もあろうかと思います。そのひとつ
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として、これまでは各町単位６町でそれぞれ水道事業は行われておる

わけでございますが、これを市全体のひとつとして事業を考え、ある

いはブロックごとに有機的に連結できる方法もあるのではないかと考

えますが、その対応について考えられているのか。また、そのお考え

があるとすれば、いつどのようにされるのかお伺いをしたいのであり

ます。 

次に大枠３番目、小中一貫教育、中高一貫教育についてでございま

す。一貫教育についてどのように考えられ、その意義、教育効果があ

ると認識された時、早急に制度導入は無理としても将来一貫教育をど

うとらまえ、具体化されるお考えについて教育長のご所見をお伺いし

たいのであります。図らずも２年前、９月の定例議会で中高一貫教育

についてご意見を伺いました。安芸高田市が誕生して３校ある高等学

校の再編成も含め、少子化に向かう現状を考慮し、子どもたちに豊か

な学力と社会に出たときにすぐに対応できる生きる力を公立高校で進

路保障が担保されうる仕組みづくりをし、全体の制度として考える必

要からご所見をお伺いをいたしました。高校は県の所管ということで

制度上いろんなハードルはあるとしても、それへの思いは一層私は募

るのであります。今回は市独自の教育改革施策として、また教育にお

ける地方分権実現のために小中一貫教育の取り組みによって、学校改

革を図る観点から論議を進めたいのであります。合併後、学校選択制

の一環として通学区域の弾力化、学校へ復帰できるための適応指導学

級の創設、外部評価制度の導入、学力定着制度調査、開かれた学校づ

くりと数々の教育改革は進められてきておりますが、目指す学校のシ

ステム転換までにはまだ至っていないのではないかと考えるわけであ

ります。係る観点にたって、義務教育の充実化を図る方策として市内

の小中学校経営のあり方と、従来求められてきた均一性、平等性の重

視の件から個々の個性、能力を伸ばす柔軟な教育への転換と公立学校

の活性化と、質の向上を目指した特色ある教育活動の展開が期待され

る一貫教育についてどうお考えになっているか、また具体化に向けた

方策があるとすればその考え方もお伺いしたいのでございます。 

以上大枠３点の質問をさせていただき、自席にてまた再質問をさせ

ていただくつもりでございます。 

○松 浦 議 長   ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

まず初めに市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   ただいまの今村議員のご質問にお答えをします。 

まず、市独自の政策展開による行財政改革の重点対策というお尋ね

でございます。本市の行財政改革は、昨年度に策定いたしました行財

政改革大綱及び実施計画に、まず第１として信頼性の確保、２行財政

経営への転換、３といたしまして地方分権に対応した行政組織体制の

確立、４といたしまして公共施設等の有効活用と適正管理、５といた

しまして事務事業の見直しという５つの改革の視点を掲げまして、１
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４４の具体的な項目について実施目標年度を定めまして、現在、取り

組みを進めておるところでございます。さらに、それぞれの項目につ

いては、個別の進行管理表で進捗状況を管理するとともに、毎年２回

程度のヒアリングを実施しているところです。 

また、集中改革プランにつきましては、国の「新地方行革指針」に

沿いまして、市の行革大綱及び実施計画との整合を図って、事務事業

の再編・整理・廃止・統合をはじめ、７つのポイントを定めまして公

表し、取り組みを進めております。この行政改革の取り組みによりま

して、まず、事務事業の重複などを廃し、人口規模に見合った適正な

予算規模をはじめ、効率のよい行政執行を目指してまいります。 

次に、定住促進対策の対応についてのご質問にお答えいたします。

現在、定住対策と言われるものは、２つのことが言われています。ひ

とつは、若者の定住でございます。この対策のためには、住宅と働く

場の確保を中心に、子育て環境、生活環境の整備等総合的な施策の展

開が必要であるものと考えております。安芸高田市においては、関係

課で定住対策会議を設置し、連携をとりながら施策を展開しておりま

すが、特に経済のグローバル化の中で、中山間地域においては企業誘

致が非常に厳しい状況になっており、安芸高田市にとっても、働く場

の確保は最大の課題でございます。このためにも、広島市や東広島市

に隣接しております立地条件を生かしまして、短時間での通勤を可能

とする交通体系の整備は、最大の課題であると考えております。ＪＲ

芸備線については、通勤快速の導入によりまして広島市へ１時間以内

の通勤圏内となりました。また地域高規格道路東広島高田道路や国道

５４号線可部バイパスの早期完成に向けて取り組みを進めてまいりた

いと考えています。これらの道路交通網の整備ができれば短時間で東

広島、広島市へ通勤できる快適な地域になると、このように考えてお

りますので、そのことも若者定住、また企業誘致に変わるものとして

我々は進めていきたいと考えております。 

一方で、市内に働く場をつくっていく取り組みも当然なされるべき

であり、市内の事業者の皆さんに起業していただく支援も引き続き行

っていきたいと考えております。特に安芸高田市の最大の資源である

農業の企業化等をとおして働く場の確保を図っていくことも問われて

いるところでございます。 

二つ目の定住対策は、団塊の世代に対する定住対策であろうかと思

います。いわゆる２００７年問題といわれる大量の定年退職者に定住

してもらうことを狙ったものでございます。この対策については、現

在広島県交流・定住促進協議会で、民間団体を含めて対策を検討をし

ております。今後、広島県を挙げての取り組みがなされる予定になっ

ております。協議会での議論を見てみますと、中山間地域に定住を希

望する定年退職者の多くは、自然に恵まれた住宅で農業や趣味を生か

して心豊かに暮らすことを求めているとされており、この対策の最大
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の課題は、空き家と農地情報を的確に把握し提供できる体制を早急に

確立するとともに、農業技術の取得等の支援策を確立する必要がある

と考えています。安芸高田市としても、県の定住促進協議会での議論

を踏まえながら、こうした体制整備を図ってまいりたいと考えており

ます。 

次に、農林水産業の産業対策についてでございますが、申すまでも

なく、農業は安芸高田市における基幹産業でございます。市といたし

ましては、総合計画並びに安芸高田市広域農業振興計画の具体化に向

けて農協、農業委員会、農林業振興公社などの関係機関と連携をいた

しまして、総合的な農林水産業の振興を図ってまいります。具体的に

は、農業従事者の高齢化と減少の中で、担い手の育成、生産コストの

低減や生産力の向上につながる技術指導の充実、こだわり米などの消

費者ニーズにあった農産物の生産拡大の推進にさらに力を入れ取り組

んでまいります。また、来月から稼動いたします農畜産物処理加工施

設の整備は、米や野菜の販売先の確保と、雇用の場の確保につながる

ものと期待をしております。先日も関係のところと聞いてみますと、

地域の野菜については、農協が中心になって、計画生産を見まして契

約栽培等に今の対応をしておりますが、なかなか品目化、多品目であ

りますし、農家の対応が今ひとつという問題もあって、この品目につ

いては限定された品目で今対応していくということでございますが、

安芸高田市内の鶏肉の販売をやるところから仕入れをする、それから

ソーセージについては、ニュージーランド村にありますソーセージの

工場からとると、こういうような話でございます。また、市内のコン

ニャクの業者からコンニャクを仕入れると、これも１月分が１日くら

いの量になるというようなお話しもしておりました。また卵について

も市内の卵を使っていくと、こういうことでございますし、醤油等に

ついても市内の醤油を今検討中であると、こういうことでいろいろ農

産物以外の、いわゆる農業産品、関連産品の振興にもつながっていく

と、このように考えておるところでございます。安芸高田市のような

中山間地域で、農業を守り持続することは、その地域の自治推進にも

大きく係わるものでございまして、農業が持続できる営農システムの

構築につながる集落営農の推進を、さらに推し進めてまいりたいと考

えております。また、森林資源の保全・育成については、引き続き森

林整備事業を進めながら、公益的機能の維持・増進や経済的機能の発

揮を図っておるところでございます。特に森林については、森林税・

水源税というのが前から課題でございましたが、聞いてみますと県も

いよいよこの森林税・水源税にしましては本気で対応を考えておるん

じゃなかろうかと、まだ具体的なことはわかりませんがそういう情報

も得ておりますので、それをもって今度は山の整理をすると、水源税

を持って山の整理をすると、こういう方向も明るい方向が見えるんで

はないかと、こういうふうに考える。まだ、これは未定でございます
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が、方向としてはこういう方向に向かって行くんではなかろうかと思

います。 

次に、商工業の振興にかかります企業誘致におきましては、市内の

工業団地の１ヵ所の空き箇所がございますが、現在県の担当部署と連

携をし、新企業の誘致に鋭意取り組んでおるところでございます。ま

た、市内中小企業者の活性化を図るための支援としましては、企業の

ステップアップのための経営革新塾、起業者の支援をする創業塾など、

産業活動支援センターを中心に取り組みを継続してまいります。ご承

知のように、市内６町商工会は来年４月に合併を計画されており、こ

れにより事業実施体制の強化、経営支援の資質向上など機能強化が図

られ、さらには、市との連携強化につながり、より効率的な事業の取

り組みが期待をされるものと考えております。 

以上それぞれの分野で取り組みに努めてまいりますが、今後におき

ましては、農林水産業、商業、工業など、異業種との連携交流が重要

であり、新たな取り組みも検討してまいりたいと考えております。 

次に、危機管理体制強化のうち避難についてのご質問でございます

が、近年、全国各地でゲリラ的な集中豪雨や台風等による水害、土砂

災害等で、多くの人的被害が起きていることから、住民への避難勧告

等の発令のタイミングは、行政として重要な責務であると考えており

ます。特に今回の台風１３号に関連する災害について、我々も改めて

その重要性を認識をしたわけでございます。また、避難につきまして

は、国及び県から避難勧告等の判断基準と伝達マニュアルの作成と、

災害時の要援護者の避難支援についての２つのガイドラインが示され

ております。現在、安芸高田市としては、避難勧告の想定対象区域や

災害時要援護者をあらかじめ特定し、把握することを中心に具体的な

作業を進めておるところでございますが、今回の災害の経験から見ま

して、マニュアルにないことが結局は起こってくると、こういう問題

でありまして、いくらマニュアルを決めとっても最終的には即決即断

で責任者が判断をすると、こういうことが必要であろうとこのように

考えております。それぞれの関係者と十分、今後協議をしてまいりた

いと思います。また、災害時の要援護者の避難支援については支援班

の設置に向けて防災関係部局、福祉関係部局、地元の自主防災会や地

域振興会との連携協力を得ながら、支援体制のプランをしてまいりた

いと、このように考えておるところでございます。 

それから次に危機管理体制強化のうち、施設の安全確保のご質問で

ございます。避難施設につきましては避難された方々がある程度長期

にわたって滞在することも想定し、開設する必要があると考えており

ます。基本的には現在の基幹集会所や学校等の避難施設として考えて

おり、現在危険箇所にある避難施設の見直しをしているところでござ

います。今後は避難者と避難施設の安全確保を第一に考えて、開設地

や開設後の施設の運営マニュアルを整えてまいりたいと考えておりま
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す。 

次に、水道事業についてのご質問でございます。風水害等の異常気

象による自然災害発生対応につきましては、地域防災計画に基づき、

災害の発生予測や発生状況に応じて、注意体制から非常体制の配備体

制を敷き、支所を含めた職員の配置や災害への対応を行うこととして

おります。水道事業につきましては、風水害等の自然災害以外にも、

水道管漏水事故や水質汚染事故等の発生が想定され、これらについて

も早急な対応が求められておるところでございます。自然災害に伴う

水道施設災害や水道管の事故の対応マニュアル及び水質汚染事故対策

マニュアルの策定について、現在検討をしておるところでございます

が、今回の災害でも八千代町では水道の橋に共架しておった橋も一緒

に流れたと、こういうようなことでこの問題については緊急対応させ

てもらったんですが、まだやはり根の谷川の水量が減らないというこ

とで、そこの１ヵ所はまだ対応ができないということで、現在その関

係先には水の供給を市役所がしておるような状況でございます。いず

れにしても、水道については先の呉・江田島等の断水事故でもわかる

ように、市民生活に直接かつ重大な影響を及ぼしますので、日ごろの

点検をより強化してまいりたいと、このように考えておるところでご

ざいます。 

次の質問については、教育長から答弁をいたします。 

○松 浦 議 長   以上で市長答弁を終わります。 

引き続き答弁を求めます。 

教育長 佐藤勝君。 

○佐 藤 教 育 長   それでは先ほどのご質問にありました小中一貫教育、中高一貫教育

についての質問にお答えしたいと思います。小学校と中学校、中学校

と高等学校が、それぞれ一つの学校として一貫した教育観や指導方針

で教育実践を進めていくことは、児童生徒にとって校種間による段差

が少なく、教育効果が期待できる一つの方策であります。将来、児童

生徒も減少し、学校施設も老朽化するなどの課題とあいまって、新た

な学校建築に当たってみましては、一貫教育校も視野に入れた学校づ

くりも考えなければならないと思いますが、当分の間は学校間連携を

通して教育効果を高める努力をしたいと考えております。現在、教育

委員会といたしましては、中学校入学後、指導方法や重点の置き方で

生徒が混乱をしないよう、地元小中学校は例えば、「時間を守る」「挨

拶をする」「人の話をきちんと聞く」など、生徒指導の３原則を共有す

るよう指導し、児童生徒の学力や生活の実態を情報交換し、「知・徳・

体」の基礎基本の徹底を図るよう指導しておるところでございます。

こうした中、小中の校種間の総合批判も少なくなっており、落ち着い

た中で、事業や行事をできるようになってきておると受け止めてきて

おるところでございます。 

次に中高連携関係でございますが、中高連携では、中学校の研究公
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開には地元高等学校に案内を出し、高等学校の授業公開には地元の中

学校から参加して情報交換するなど、地元の中学校と高等学校がお互

いの教育を理解し合う取り組みを進めておるところでございます。ま

た、中学生が高等学校への体験入学や文化祭への参加など、安心をし

て進路選択ができるよう学校間の生徒の心の連携を進めておるところ

でございます。さらに、今年度の市内小・中・高等学校の管理職研修

におきましては、中高連携教育先進校の校長を講師に招いて、地元の

生徒の進路希望を実現するための具体的な実践について研修を深める

予定にしております。これらの取り組みは、あくまでも連携教育でご

ざいますが、小中一貫教育、中高一貫教育は、それをさらに推し進め、

学校経営者は校長１人で、それぞれの校種間の専門性を生かし、一貫

した目標や手法を共有することによって、進路希望を実現する教育の

創造のために重要な課題であるととらまえており、今後、継続して研

究課題にしたいと考えております。 

○松 浦 議 長   以上で答弁を終わります。 

再質問につきましては午後からお願いすることとし、この際１３時

まで休憩といたします。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午前 １１時５５分 休憩 

午後  １時００分 再開 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○松 浦 議 長   それでは時間が参りましたので、再開いたします。 

今村義照議員、再質問がありますか。 

１６番 今村義照君。 

○今 村 議 員   午前中の市長の答弁で大変懇切丁寧に各施策にわたって答弁をいた

だいたわけでございますが、私はあくまでお伺いしたいのは、市が主

体的にみずからの自治像を描くための政策的な、基本的な考え方をお

伺いをしたわけでございます。さすれば、本来ならその３つの対策に

ついて目指すべき基本目標が具体的にはあるだろうというふうに思う

わけでございます。そのことについてさらに言及をしたいのですが、

施策は施策として例えば、行財政改革の中で１４４項目のことをやる

のは当然でございますが、やはり現状における行財政改革の重点対策

ということになりますとそれを進めるために、では逆に最大の課題は

何なのかいうことを検証してみることが必要だろうというふうに思う

わけでございます。その最大の課題を物色することによって基本的な

目標が示されるんだと思いますが、それらについて市長、もしくは担

当部長の方からもご意見をお伺いをしたいのでございます。 

次に定住対策の点でございますが、団塊の世代の受け入れのために

県との協議の中で、進めていきたいという答弁でございました。それ

が具体的にはどういったような形でそれを促進するのか。ご腹案があ

ればお示しを願いたいのでございます。 
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次に産業対策でございますが、それらの各種の施策については、こ

れまでの総合計画やあるいは今年度の予算の関係から見ても理解でき

るわけでございますが、基本的な目標ということになりますと、例え

ば担当部局として市の生産性を上げる。あるいは総所得を上げるとい

うのは大前提でございます。それらの数字的な目標を将来掲げて各種

施策を行うという手法が必要だろうというふうに思うんでございます

が、そこら辺に対するご見解はいかがなのかお伺いしたいのでござい

ます。 

それから答弁の中で、森林税のお話しが出てまいりました。これは、

県はその方向で今回進めるということが先般の新聞報道にも出ており

ましたが、では市として山林の定義及び新林業の湖上に対して、その

ことを強烈に進め県にそのことを求めていくのか、そういう姿勢をお

持ちになるのかどうか、その視点をお伺いをしたいのでございます。

さらに定住策の一環として企業誘致の問題も出てまいりました。その

中で県との協議の中で、それも非常に難しいけれども進めたいという

方向性は示されましたが、どうも積極的な姿勢とは思えないわけでご

ざいます。なるほど企業誘致をするために県や国の情報を得ることは

大変必要なことでございますが、それを一歩進めて市の政策として積

極的に誘致をするんだという方向性については、どのようにお考えな

のかお伺いをしたいのでございます。 

次に危機管理体制の問題でございますが、今回の災害で一部では避

難についての情報がまんべんなく行われたかについては、若干疑問視

のところもあるというふうに思うわけでございます。情報伝達の手段

として、そこら辺が今後の問題になろうかと思いますが、そこら辺の

対策についてどのようにお考えなのか、改めてお伺いしたいと思いま

す。さらに避難について、災害時の要援護者の把握というのは極めて

今難しい状況にあると思います。いきすぎた個人情報の件で都市部で

はそのリストを作成することが難しいというような状況もあるようで

ございます。しかしながら、災害時に要援護者がリストから外れてい

るということになりますと、大変なことになると思うのでございます。

ここら辺のリスト整備に向けて、どういう形で対応策をお考えになる

おつもりなのか、そこら辺の今後の進め方についてお伺いをさらにし

たいと思うわけでございます。 

３番の水道事業の問題でございます。いろんな形での点検強化とい

うのは当然でございますが、今回私が特に水道事業のあり方のことに

ついての危険回避の方策をお聞きしたわけでございます。その中で言

いましたが、これまでは町別に事業がなされているものを例えば、統

計列のところを連結して、今後危機に対しての活用策もあるんではな

かろうかと、そういう方策が取れるかどうか、あるいは事業別に広域

事業と冠水事業あたりの事業の違いがございますが、そこら辺を超え

た形でこれらの災害時に備えた形での連携ができないものかどうか、
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そこら辺の検討についてのご見解をお伺いをしたいのでございます。 

また、一方特殊な水道事業というのは事業でございまして、絶えず

日常的にその水道が給水が確保されるのは当然でございますので、他

の事業と違って非常に維持管理には神経を使うわけでございます。こ

れはささいなことかもしれませんが、いざ災害が起こったときに業者

に依存することは非常に強い事業だというふうに思うわけでございま

す。例えば基幹施設は大手の建設業者がやるケースが増えてまいりま

した。しかしながら水道事業を維持管理、日頃するのは指定の業者で

ございます。そうした場合に、日頃の維持管理能力をする力が果たし

て、基幹をやった、例えば土建業者にそういった能力があるのか、そ

こら辺についての日頃の維持管理体制についてもご見解があればお聞

きしたいと思うわけでございます。 

次に一貫教育の問題でございますが、これまで現状では学校間の連

携によって、それに近づけるという方法が取られてまいりました。そ

のことによって、小学校、あるいは中学校の指導のあり方を埋めるん

だということがなされておるわけでございますが、この学校間の連携

の中で教育指導要領に基づいた形での連携及び協議の場が持たれるの

かどうか、今のままで果たしてそれが可能なのかどうか、そこら辺に

ついてのお考えをお聞きしたいのでございます。今後の一貫教育につ

いては研究課題というふうにされたわけでございますが、市内の小中

の現状を見たときに、例えば小学校、中学校が１校ずつのところ、向

原町であり美土里町でございます。そして、他地域では小学校が複数

ありといったような状況がございます。それらの地域的な特性の中で、

一貫教育に向けてのこれからの基本的な考え方についてご見解をお伺

いし、さらに小中１校ずつの地域から一貫教育に取り組むお考えがあ

るのかどうか、合わせてそこら辺のご見解をお伺いしたいのでござい

ます。 

以上でございます。 

○松 浦 議 長   ただいまの今村義照君の再質問に答弁を求めます。 

まず、市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   行政改革の重点対策についてというご質問でございますが、もう少

し具体的な問題の答弁ということでございますが、担当部長の方から

わかる範囲以内での答弁をしていきたいというふうに思います。 

それから若者定住対策の中で、企業誘致ということもお尋ねでござ

います。やはり定住対策では具体的には特に若者については、優良な

住宅があれば、若者はある程度来てくれる、しかし大々的にこの優良

な若者定住住宅をつくるというのは、財政的に非常に厳しいと、こう

いう問題でございまして、いくらでもつくれる問題では、私は財政の

面から言えると思います。したがって、今後市営住宅をつくる段階で

できるだけ若い人に入ってもらえるような、法で規制がございますの

で、規制の範囲内で若い人たちに入ってもらえるような方策は取れん
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だろうかと今関係課にも話をしておるところでございますし、先ほど

の答弁でも申し上げましたように、道路の整備については国道５４号、

平成１８年度には山倉まで開通するという問題がございますので、か

なり可部バイパスについては明るい見通しが出てきたというように考

えております。また、地域高規格道路につきましては、ご存じのよう

に既に中心線が決まりまして、測量の説明会を３ヵ所でしております。

第１回目の説明会でございましたので、なかなか厳しい意見もあった

ようでございますが、第１回目の状況でみますと、議員さんもご出席

をいただいておるわけでございますが、やはり一番感触のよかったの

は吉田地区ではなかろうかと。５４号から枝分かれすると。そこはす

ぐ具体的に交渉に入れるような状況であると。それができれば今度は

あそこを買収して５４号から別れて江の川に橋を架けてすぐトンネル

に入れると。あっから着工するということでございます。トンネルの

出口の向原の正力というところも第１回の時には厳しい意見もあった

んですが、担当部長から聞きますと大分やおうなってもろうたとこう

いうことで、明るい望みが出ると思います。それからそこまでを第１

期で、トンネルの出口の正力までを第１期でやるということでござい

ますので、あそこへハーフインターをつくりますので、正力へ。そこ

から先を今度は県道までを、工事を引き続いてやるということでござ

いますので、一番感触が厳しかったのは戸島の県道にタッチするとこ

ろでございますが、これも私は最終的にはもう２、３辺行けばご了解

賜ると思いますんで、まず手始めにそこをやって、引き続いて豊栄の

方へ行くということでございますので、あそこは芸備線と県道高架で

渡りますんで、高架で渡ったら、今の予定ではかがやきの上の方の山

の両線をずっと豊栄に行くということになるようで、まず豊栄までを

着工すればかなり明るい見通しが立つというように考えておるところ

でございます。これは、市費のいらない事業でございますので、国費

と県費での事業でございますので、我々としてはできるだけ予算を引

き出して早くこれを完成するという方向で、今努力をしておるところ

でございますし、市として市民の皆さんに一つの夢を与えるというこ

とから言っても大きな事業であるというように考えておるところでご

ざいます。また企業誘致については、吉田の工業団地で１社ほど撤退

をされた後がまだ残っておるわけでございますが、特に新副市長にな

って藤川副市長にもこの企業誘致の特命ということで今動いてもらっ

ておりますので、そこらの情報をちょっとお伝えしていきたいと、こ

のように思います。 

それから危機管理の情報伝達の問題、ご指摘のように個人情報が非

常に、こういう時に足かせになって、さっきも昼食前に社会福祉協議

会が被災地へ毛布等の見舞いを、私が社協の日赤の責任者ということ

になっておりますんで、実際には社協がやってくれるんですが、日赤

からの見舞い品を届けたいんじゃが、個人情報がネックになって、届
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けるところがわからんのじゃと、そういうようなことでこれは個人情

報の一番の悪い例じゃなかろうかと思いますが、できるだけ情報を入

れながら配っていくと。あれでも漏れるところが出るかもわからんが、

これはこらえてもらわんといけんとこういうようなことで、この個人

情報というのは非常にやっかいな法律になったかなあと、去年も災害

の時にひとり暮らし老人の名簿を出せ言うたら出されんということが

ありまして、それは個人情報じゃけぇ。担当者としては責任を問われ

た時には、担当者の責任を問われるという問題がございまして、非常

に難しい問題が今起こっております。民生委員さんはそこらはみな持

っておられますが、民生委員さんがそれを公表するわけにもいかん思

いますんで、やはり民生委員さんと地域が絶えず連絡を取りながら、

内々のうちに情報はつかんでおく必要があろうと、このように考えて

おるところでございます。 

それから水道の広域化というお話しでございますが、簡易水道につ

いて私はその他のものについて情報はわかりませんが、簡水の役員を

しておりますので、国の方は今簡水の広域化というのを打ち出してお

ります。ですからつなげるところはつないでいくと、こういう政策を

国は打ち出しておりますので、しかし安芸高田でそれができるかどう

かいうのは、非常に山があったり広域なんで、難しいところがあると

思いますが、もしできるところがあればそこらから広域化しておけば、

万一の災害の時に融通がきくということになろうかと思います。 

以下、それぞれ副市長、また担当部長の方から詳細にわたって説明

を申し上げたいと思います。 

○松 浦 議 長   ただいまの再質問にて市長答弁を終わります。 

続いて答弁を求めます。 

総務部長 新川文雄君。 

○新川総務部長   議長。 

○松 浦 議 長   はい。 

○新川総務部長   財政的な行財政改革の関係でございます。ご承知いただいておりま

すように、国の集中改革プランにのっとった７つの項目というものも

定めさせていただいております。その中でもいろんな情報の中で、現

在１４４項目をチェックをかけさせていただいておりますけども、や

はりその意義と申しますのも、やはり職員一人ひとりが意識改革を持

った行財政改革に取り組むということが一番必要であるんではなかろ

うかと思っております。この７つの項目の具体的な１４４項目につい

ては、原課の事務担当の方から上がってきたことでございますので、

そういう状況を定め、実施目標等も定めておるわけでございますので、

それを基本的に進めていきたいというように思っております。ただ、

そういう目標を掲げておりますけども、基本的にその項目の中の財源

的な項目等につきましては、やはり担当また我々財政当局等の一個一

個の項目チェックと言いましょうか、やはりそういうことが必要であ
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るんではなかろうかと思っております。 

それと、現在のそうした国の中の財源に伴います収入の財源の確保

が非常に不透明な状況になってきております。合併前にいろんな角度

で新市の建設計画等も自立をさせていただき、新しい安芸高田市の方

向性を見させていただきましたけども、合併後３年目を見ますと今日

の国の改革のあり方というものは非常に厳しい措置を取られておるよ

うでございます。現在１４５億の安芸高田市の計上の一般財源がござ

いますけども、その中で２０億円は特別会計の方にいっております。

その特別会計の中におきましても一番重要視されておりますのが、２

０億のうち１０億は老人会計、また特別会計、介護、そういう福祉面

に係わる会計へ年々そうした繰出しの予算が多くなってきておるのが

現状でございます。その中でもそれを差し引き、１４５億の約４５％

は交付税措置をとっておりますので、その辺が非常に市としての財源

確保に苦慮するという状況でございます。どちらにいたしましても、

国が現在総括的な管理をしております集中改革プランを管理しており

ますけども、市といたしましてはできるだけ集中改革プランにのっと

った改革をしなくてはなりませんので、随時そういうチェック項目と

しての審査をさせていただきたいというように思っております。それ

と、災害関係の危機管理でありますけど、我々もこうした災害関係に

携わしていただいて、初めてこういう避難勧告という事務をとらさせ

ていただきました。実際夜の作業体系であって、非常に防災計画に基

づいた形の中で辛苦させていただきましたけども、非常にこうしたダ

ムの放流、また江の川の増水によりまして、各河川がそこに流入でき

ないという状況の中で、このたび多治比川の堤防崩壊という状況にな

ったわけでございます。そういうことで今回、ダムの完成して２度目

の経験をさせていただいたわけですが、こういうことは今後たびたび

にダムの放流というのは操作規定でございますので、ある程度予想が

つくんではなかろうかと思っております。そういう避難なりそうした

遊水地域、そういうことについては市民の皆さんにやはり情報は早く

出して、やはり市民の皆さんがすぐそうした避難勧告が出れば即それ

が対応できるような方法を日頃から身につけるということが、一番必

要ではなかろうかと思っております。ご承知いただいておりますよう

に避難勧告につきましては当然避難の準備をするということで、まず

１回は消防団の皆さんによります広報と消防署の広報、市職員の広報

車による誘導方法を行っております。今回はちょうど堤防の河川側の

高樋地区と川手地区でございましたので、そういう地域集落を細かに

回って伝達をさせていただいたということでございます。避難場所に

おきましても、ある程度鉄筋、また二階建てということが利用できる

地域の基幹の集会所であります、老人福祉センターまた文化創造セン

ター等を確保させていただいたということでございます。誘導等につ

きましては、夜でございますので、市が管理しております防犯パトを
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先頭に各局部に設置をさせていただいて、２名等の職員等に誘導をさ

せていただいたという状況でございます。どちらにいたしましても、

今後のそうした災害要求する災害というのは想定できるものについて

は、市民の皆さんにできるだけ早く情報を出させていただいて、完全

な対応をできるような方法を考えたいと思っております。 

以上でございます。 

○松 浦 議 長   引き続き答弁を求めます。 

副市長 藤川幸典君。 

○藤 川 副 市 長   定住策での中の企業誘致の件でございましたが、市長申しましたよ

うに、県の工業団地の跡地に食品関係の元紀文という会社がございま

した。そこには約土地が１２，８００平方メートルでございます。就

任早々でございますが、担当部課長と一緒に一番企業情報に詳しい広

島県の方へ出向いてまいったわけでございます。仰せのとおり雇用対

策にもなりますし、今後の安定的な財政収入というのはまず何といっ

ても企業誘致だろうと私も思っております。そこでの固定資産税とか

法人税が今後一番確実な一般財源化になると思っております。部長ク

ラスの商工労働部の立地政策審議官、また立地物流室長と会いまして、

その跡地につきまして、まず食品関係に適している製造体の土地利用

とか物流の集積関係について私どもは積極的に話をさせていただいた

ところでございます。この跡地には何といっても水の安定的な供給が、

日量６００トン以上の地下水の水が確保できるということでございま

す。中国地方をはじめ、周辺のそういったような食品関係の企業を現

在いろいろと話をさせていただいております。担当部署の方も地下水

の水温を測ったりして、その情報を県の方へ提供して、そういった企

業の方いろいろとわたっていただいておるのが現状でございます。そ

れと同時に安芸高田市も企業立地に関する奨励といいますか、優遇処

置がなんぼかは必要ではないかと思っておるところでございます。今

後そういったいろんな企業を誘致するには市独自の、例えば雇用対策

奨励金とかですね、そういった企業設置とか優遇処置策を今からは早

急に検討していきたいと思っておるところでございます。さらに現在

ある企業に対しても再度、再々企業訪問しながらまず信頼関係の構築

というものが大事だろうと私は思っております。今後企業がどのよう

に展開するといいましてもまず破綻、倒産しても即いろいろな情報を

集めながら、あまり期間を空けないようにして次の企業の方に入って

いただくような、情報交換等いろいろと研究してまいりたいと思って

おるところでございます。 

いずれにしても、雇用対策、そういった一般財源確保のために今い

ろいろとあたっておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

○松 浦 議 長   引き続き答弁を求めます。 

自治振興部長 田丸孝二君。 

○田丸自治振興部長   定住対策の中でもとりわけ団塊の世代を対象にした、そういった対
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策の具体的な内容についてというお尋ねでございます。団塊の世代の

定住対策につきましては、午前中市長の方からいわゆる空き家、それ

から農地法等的確に把握をして、提供できる体制を整える。さらには

そこで生活する上での生業の問題や、または都会から田舎へいうこと

でございますので、生活ぶりも違ってまいりますので、そこらあたり

をいかがお世話するんかというソフトの両面があるというふうにご説

明申し上げたというふうに思いますが、そこらあたりの問題で課題な

り、今後の方向を少し申し上げますと、まず空き家や農地情報でござ

いますが、旧町村の段階では県の農業会議等がそういったお世話をし

てました関係上、農業委員会の委員さんを通じてというところが多か

ったんだろうというふうに考えておりますけども、市になりまして農

業委員さんの数も相当少なくなるということの中で、的確な情報をど

れだけ集約をしてくるかというのが非常に大きな課題であろうという

ふうに思っております。そういった意味では当然農業委員さんはもと

よりでございますけども、例えば地域振興会等々の連携ということも

含めて、今後その体制をどのようにつくるかというのが大きな課題で

あろうというふうに考えております。一方でこの間、調査の段階では

小規模でございましたので、ある意味では借り主、貸し主の善意の関

係で成り立っておったということが多かったと考えておりますが、一

定程度大量な不動産等賃貸をするということになりますと、そこには

権利関係が生じてまいりますので、例えば古い家屋を借り主が直すと

いうことにつきましては、もともとの財産権の問題とそこから新たに

発生する財産との関係をどのように整理をしていくかというふうな法

的な問題も生じてまいります。そういった意味ではただ単に善意の契

約ということにはなりませんので、状況によりましたら不動産事業者

等、そういったプロの方のお世話ということも必要になってくるので

はなかろうかというふうに考えております。ここらあたりの制度をど

のように市内の上で構築するかということもひとつの大きな課題であ

ろうかと思っております。それから先ほど都市の生活から田舎の生活

ということを申し上げましたが、そこにおいては慣習等が大きく違い

ますので、そういった意味ではその集落の中にそういった人をお世話

をしたり、相談にのるというふうな方の存在というのも、実は不可欠

なんではなかろうかと思います。多くの事例をお聞きしてみますとや

はりそういったところでトラブルになって、集落の中でうまくいかな

いで、そこからまた出て行かれるというケースもあるというふうにお

聞きしておりますので、そういった体制をどのようにつくるかという

こと等が大きな課題なんだろうというふうに思っております。それか

ら市長も触れたと思いますけども、この田舎に住むということはただ

単に趣味だけの世界で安気に暮らすということではございません。年

金プラスいくらかの収入がなくてはならないわけでございますので、

そういった意味でこの地方の特有の資源であります農業、これをどの
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ように活用していくのか。年金プラスアルファという、いわゆる生業

の体系をどのように構築していくのかということも大きな課題であり

ますので、そういった技術指導の問題、または販路の問題等々含めて

どのような支援策を構築していくのかということも大きな課題なんだ

ろうと思います。こうしたことが定住対策として今から全県的にも議

論されますし、また安芸高田市は安芸高田市の状況を踏まえながら、

そういった議論を踏まえて、具体的な施策なり事業そのものを構築し

ていくべきなんだろうというふうに考えております。 

○松 浦 議 長   引き続き答弁を求めます。 

建設部長 金岡英雄君。 

○金岡建設部長   危機管理の中の水道事業の関連につきましてご説明させていただき

ます。町別間での連絡というのは、先ほど市長の方からもお話しござ

いましたが、国としてはできるだけ連結をするという方向を出してお

ります。ただ本市内には旧６町、上水道、簡易水道、飲料水供給施設、

それぞれ合わせまして、１７施設が大きく言えばございます。上水道

につきましては吉田・甲田、これが公営企業として動いておりますが、

あと簡易水道規模も小さくございます。これらの連結をいかにするか

ということも含めながら、またもう１点、維持管理の関係については

どうかというご質問もございましたが、これにつきましては、現在平

成１７年度から安芸高田市の水道事業中期経営計画というのを策定さ

せていただいております。これは施設の現況、あるいは老朽化、今後

の対応、経営状況等をそれぞれ１７、１８、１９に分けて一定の整備

をさせていただきたいと。特に現況等の問題につきましては、１８年

度で一定の整理ができると思いますが、今後それらをどういうふうに

活かしていくか、維持管理の問題もご指摘ございましたように、非常

に業者依存が強いではないかと、特に漏水等につきましては、地域の

水道に係わる業者さんには大変昼夜を問わずお世話になっておるのが

現状でございます。即断水という状況の中での大変厳しいご協力をい

ただいておる例も多々ございます。それから施設の維持につきまして

は、やはり専門性が非常に問われます。そういう中で、どういう形で

施設の維持管理をするか、業者の方で一部やっていただいておる施設

もございますが、合併前は大半が直営と言いますか、職員で対応して

いたと。今後職員体制の問題もございますし、いわゆるそういう施設

の維持管理、現在ではいろいろやっております民間への委託導入はど

うだろうかということも合わせまして、包括的な民間委託も合わせな

がらこの中期経営計画の中で一定の方向性を生み出したいというふう

に思っております。少しボリュームもたくさんございますし、内容も

大変多岐にわたっておりますので、時間かかっておりますがなるべく

早いうちにそういう方向性について整理したものをまたご報告をさせ

ていただければと思っています。 

以上でございます。 
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○松 浦 議 長   引き続き産業振興部長 清水盤君。 

○清水産業振興部長   産業対策の中での生産性を上げることの重要性についてのご質問で

ございます。仰せのようにもちろん産業対策といたしましては、生産

性なり採算性なりを追求するということが重要になってまいります。

国、県におきましても農業分野、林業分野におきまして、企業的経営

体へ特化した政策に転換をしてきておる状況でございます。特に農業

の関係におきましては、平成１９年度から農政の大きな転換を迎えて

おるというような状況でございます。ただ採算性、生産性を追求をし

ていくのみでこの中山間地域における農業林業の生産基盤なりを維持

保全していくということが果たして対応できるかということになりま

すと、それのみではなかなかそういった面への対応がしきれないとい

う状況でございます。それと合わせてやはり維持保全をしていく視点

の政策が必要になってこようと思っております。もちろん農業林業に

係わります関係機関、北部農協、あるいは森林組合等との事業計画、

あるいはそういった面の連携の、当然とってまいるという必要になっ

てまいりますし、今後におきますそういった具体的な施策、目標等に

ついてもそれぞれの関係機関の長期計画等とも連携を取りながら取り

組みをしていきたいと思っております。 

以上であります。 

○松 浦 議 長   引き続き答弁を求めます。 

教育長 佐藤勝君。 

○佐 藤 教 育 長   それでは先ほどのご質問にお答えしたいと思います。 

１点目は、学習指導要領の問題でございました。小中一貫校になっ

た場合の学習指導要領等でございますけども、基本的に連携教育とい

うことを行う場合にはこれは学習指導要領というひとつの歯止めがご

ざいますが、それが歯止めを解いてできるのは、研究開発校とそれか

ら教育特区に指定されたところは、学習指導要領９ヵ年をトータルし

ながら考えていくようになるわけでございます。一貫教育で言いまし

たら校長１人でございまして行うわけでありますが、その時には完全

に小中学校の指導要領を合わせましたものの中から組んでいくという

ことなんですが、課題はですね、例えば社会科で言いますと現在の中

学校の社会科は地理と歴史、それから公民というように教科書そのも

のが分かれておるんです。それを小学校との関連で、例えば１年生か

ら４年生までをひとつの区切りとして小学校を考え、その次の段階を

５、６、中１というような段階を３ヵ年で考え、それから今度は中学

校の２、３年をひとつの考えでやりますと教科書も今のままの教科書

は使うわけにはまいりませんので、それぞれの一貫校で見合う教科書

を考えていかなくてはならないという形になりますけれども、それが

開発できるだけの力があればそれはやった方がいいと思いますが、膨

大なエネルギーを私は必要とするんではなかろうかなというように思

っておるんであります。だから学習指導要領についてはそういうこと
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でございます。市内の学校で言ったら１町１小学校、１中学校という

のは向原町と美土里町にございます。それぞれは連携をして教育をや

っております。将来的にどうするんかということでありますが、児童、

生徒の数等も勘案しまして地域の理解が得られればそういう形もいい

だろうと思いますけども、いいからいうので、無理やりに行政の方で

それを進めていくというのはなかなか難しいところがあるんではなか

ろうかなというように教育委員会としては思っております。ただ今や

っておりますのは、小中が連携して教育をするということで、通学区

域の弾力化について昨年取り組みを始めまして、そのことが中学校に

どういう影響を与えておるかということを考えてみたときに、中学校

は必死なんであります。地元の小学校から地元の中学校に来てもらう

ためには、それなりの努力をしないと来てもらえないということがご

ざいますので、そういう面から言いましたらそれぞれが特色のある教

育を進める中で、連携は私は深まってきておると。あえて小中一貫連

携校ということを名前をうって出てやってもそれだけのものだろうと

思いますし、同じ小中一貫校にするんなら私だったらやれと言われれ

ばですね、同一敷地内に小学校と中学校を建てて、校長を１人、そし

て校長のひとつの一貫した考え方のもとに、小学校１年生から中学校

の３年生まで教育を進めるということが一番望ましいと。いろんな本

を読んでみたり、先進校の話も聞いてみたりしとりますが、本当に効

果があるというのは同一敷地内にあるのが一番いいというように私は

聞いております。県内にもいろんな学校がございまして、例えば尾道

の百島の小中学校というのは同一敷地内にあるんです。これは研究校

でも一貫校でもありませんけども、校長は１人なんであります。今ま

で小学校で１名校長がおって中学校で１名おったのが、規模も小さい

というので小中一校でやっております。走島の小学校と中学校、これ

は距離がどのくらい離れておるんか言うたら、ひとつの道路幅を隔っ

た反対側が中学校というような状況になっておりまして、ほとんど同

一敷地内というような状況で、それで成果を上げようと今努力してお

るという状況になっております。今のは例でございますが、私にもし、

やらせてもらうんなら同一敷地内で小中一貫校をつくるという方法が

一番ベターだろうと思っております。 

以上でございます。 

○松 浦 議 長   以上で答弁を終わります。 

再々質問ありますか。 

１６番 今村義照君。 

○今 村 議 員   ちょっと長くなるので簡単にやりたいと思いますが、同じ観点でご

ざいますが、今の行財政改革の問題でございます。それの中でこれか

らはやっぱりそういう財政状況なり行政のやろうとしておるところが

市民に示されることが一番重要なんではなかろうかというふうに思う

わけでございます。例えば今の定住促進についても、あるいは避難の
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問題で要援護者の把握についても先ほど来地域振興、あるいは地域の

中でそういったようなことが望まれるんではなかろうかというような

方向がいみじくも出てきたわけでございます。図らずも安芸高田市に

おいては、市民がそれこそ行政と協働して町をつくり上げていくんだ

という自治振興組織があるわけでございます。これらの活用を通じて

本当に今の行財政改革のことにだけ触れますが、やはり住民にそこら

辺の必要が、あるいは市の狙いとするところが、情報が開示されると

いうのが大前提だろうというふうに思うわけでございます。このこと

によって、協働のまちづくりができるんではないかというふうに思う

わけでございますが、そこら辺の所感をお伺いして、質問を終了いた

します。 

○松 浦 議 長   ただいまの再々質問に答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   いろいろな施策について情報開示をどのようにするかというご質問

でもあろうかと思います。特に個人情報についてはなかなか行政から

公表するのが難しいんで、それはやっぱりそれぞれの地域の振興会の

中でやりゃあどこに誰がおられるいうのがすぐわかりますんで、そこ

らのはやっぱりシステムもはっきりして万一の時には振興会が持っと

る情報をひとつお願いするというような、それには行政ももちろん協

力はしていきたいと、このように思いますんで、そこらを知恵を絞っ

てやっていきたいと、このように思います。特に行政改革についての

情報開示も同じでございますんで、地域振興会の定期的な懇談会、会

議がございますんで、そこらで開示をしていきたいと思います。 

○松 浦 議 長   以上で今村義照君の質問を終わります。 

お諮りします。 

１４時５分まで休憩といたします。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午後  １時５１分 休憩 

午後  ２時 ５分 再開 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○松 浦 議 長   時間が参りましたので。 

暑いので上着を脱ぎたい旨の申し出がありましたので、これを許可

します。 

暑い方は上着を脱いで下さい。 

それでは再開いたします。 

続いて通告がありますので発言を許します。 

６番 川角一郎君。 

○川 角 議 員   はい、議長。 

○松 浦 議 長   はい。 

○川 角 議 員   私の方からも先の大雨によります被害につきまして、災害を受けら

れた皆様方に心よりお見舞いを申し上げる次第でございます。なお、
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執行部の皆さん方には第２次災害で非常に不安に思っておられる方が

多いと思いますので、できるところから速やかな対応ということで、

お願いをしておきたいと思います。よろしくお願いします。 

それでは６番、新政会の川角でございます。先に通告をいたしてお

ります大枠２点についてお伺いをいたします。まず第１点目は職員教

育についてお伺いをするわけでございます。特に最近公務員、公僕で

ある公務員によりまして信じられないような事件が毎日のように新聞、

テレビで報道をされておるところでございます。県におきましては大

きなのは裏金の流用、あるいは市では不適切な職員採用など幹部を巻

き込んだ事案が多く発生をいたしております。また、市の中でも最近

でございますが、職員による飲酒運転で３人の幼い子どもの命を一瞬

にして奪うという大きな惨事も頻繁に起こされておるわけでございま

す。毎日の新聞、テレビでこのような最近特に公務員、公務員という

ことが目につく今日でございます。我が安芸高田市では幸いに合併以

来まだ大きな事故というのは聞かないわけではございますが、五百人

を超えるような大所帯でございますので、それだけの職員を有してお

れば、このことは人ごとではないんではないかというふうに思うわけ

でございます。そこでこのような事故、災害を防ぐためには教育とい

うのが非常に大事だろうというふうに思うわけでございますが、市長

はこの実態をどのようにとらまえ、そして職員に対し常日頃どのよう

に指導されているのか、そこらについてお伺いをいたします。 

次に２点目でございますが、農業振興と農地保全についてお伺いし

ます。先ほど議員の質問の中でかなり大まかな農業の方向性について

は話が出たわけですが、私は平成１９年度より始まります品目横断的

経営安定対策、この実施についてひとつお伺いをするものでございま

す。このことについては今まで各質問の時に同僚議員の方からも再三

質問をされていると、それだけ今後この地域の農業の方向づけをする

のには非常に大切な事案であろうというふうに思うわけでございます。

そういうことによりまして、いよいよその内容の方も具体化をされま

して、加入受付が９月１日から開始をされたという段階にも来たわけ

でございます。しかしながらこの法人や担い手を優先にした農政とい

うのは、今後農家が生き残っていくためには欠かせない大変重要な施

策ではあろうと思っております。しかし、我が中山間地域においては

農業従事者の高齢化やあるいは小規模農家が非常に多いために、極め

てこの制度は厳しいもんだろうというふうに思っております。そこで

市としては法人、担い手を育成することによって、現在の高田市の水

田面積の将来的には何割くらいをこれでカバーしようとしておるのか、

担い手、そして法人によってどの程度カバーし、その後の残った小規

模の対応できない農家をどのような方策で、今後の政策はいかにする

のかいうことについて、市長並びに担当部長の方で必要であればお答

えをいただきたいというふうに思います。 
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それから第２点目の続きでございますが、農地の保全ということに

ついてお伺いをいたします。農業従事者の高齢化やあるいは農業離れ

によって年々農家の荒廃が固定化をし、これが固定化が進んでおると

いうことが言えると思います。中山間地域の直接支払制度等によって、

かなり対応はされていると思うわけですが、農地の所有者が地元を離

れて遠くの方で住んでおるという現実の中で地元農家が行ってもなか

なか理解が得られず荒れ放題になっとるということで、地元としては

虫の発生源になったり、あるいは猪や鹿の巣になっとるという現状が

あちこちで見られだしたいうことでございます。このことについて市

なり農業委員会の方で何か強力な指導によって、少しでもこのことを

解消することができないか、またその他方法があれば、考えておると

いうことがあればそこらもお聞かせをいただきたいというふうに思う

わけでございます。 

以上、大枠の２点についてお伺いするものであります。どうぞよろ

しくお願いいたします。 

○松 浦 議 長   ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   ただいまの、川角議員のご質問にお答えをいたします。 

議員ご指摘のとおり、公務員が起こす事件や事故が最近非常に目立

ってきておりますが、特徴としては、一つに組織ぐるみであること、

二つ目に重犯罪化している、ということが言えるだろうと思います。

特に、飲酒運転による事故は８月２５日に、ご存じのように福岡市職

員が死亡事故を起こしてからも全国各地で発生しており、本市におい

ても職員はもとより、市民も含めて飲酒運転撲滅のための啓発活動が

極めて重要との認識に立っているところでございます。安芸高田市に

おきましては職員服務規程の中で、職員は市民全体の奉仕者として誠

実かつ公正に服務しなければならない。と定めており、また、職員倫

理要綱では、基本的な職員としての心構えや管理職等の責務、業者等

との関係、道路交通関係法規の遵守等について定めているところでご

ざいます。 

また、職員が不祥事を起こした場合の懲戒処分の基準についても、

現在検討を行っているところでございます。何はともあれ、職員は地

方公務員法の適用を受けるわけでございますから、服務については、

全体の奉仕者として公共の利益のために勤務することや、信用失墜行

為の禁止、守秘義務、職務に専念する義務などを遵守することになり

ますし、処分については分限または懲戒による処分を行うこととなり

ます。今後も、かかる事態が起こさないよう、職員に対してはコンプ

ライアンスの徹底をはじめ、適切な時期に適切な指導を行ってまいり

たいとこのように考えておるところでございます。特に酒については、

ちょっと一杯やってこれぐらいならよかろうと、やっぱりそういうよ

うな、今まで捕まったら運が悪いと、そういうような風潮というのは
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公務員の中だけでなしに一般にもあるわけでございまして、やはりこ

ういう風潮がなくならない以上は、この飲酒運転というのはなくなら

ないと思います。そうすればやっぱり厳罰でいくしかないと、万が一

運が悪かったら首が飛ぶという、そういうような厳罰主義でいくしか

方法はないんではないかと、そのように考えておりまして今申し上げ

ましたようにこの処分の方法については検討を重ねておるというとこ

ろでございます。 

次に、農業振興と農地保全についてのお尋ねでございますが、来年

度から導入される品目横断的経営安定対策につきましては、ご指摘の

とおり認定農業者や農業生産法人といった、いわゆる担い手に特化し

た施策内容で効率的経営を行い、持続性のある農業構造の構築を図ろ

うとするものでございます。典型的な中山間地域であります本市にと

りましては厳しい内容となっており、現状で市内における本対策の対

象になるのは、水稲の面積ベースで申しますとわずか２０％前後とこ

ういう状況でございます。このような状況の中で、来年から行われる

施策に沿った農業の生産活動の持続と農地の保全を行うためには、認

定農業者や法人、小規模農家など地域全体での取り組みが必要と考え

ております。ついては、今年度から農協など関係機関と取り組んでお

ります集落営農の具体的な課題を整理しながら、さらにこれを推進す

るよう取り組んでまいります。 

次に、不在地主の農地の荒廃対策についてのお尋ねでございますが、

議員ご指摘のとおり農地の荒廃は、年々増加の傾向にあります。その

中で、不在地主の農地や基盤整備を行っていない田が特に増加をして

おり、それが集落全体の環境保全や農業生産活動にも影響を与えてお

るところでございます。このような中で、市内におきましては、地域

ぐるみでその対策に取り組む活動が始まりつつあり、また、農業委員

会におきましても、農地パトロールの取り組みの中で荒廃地の実態調

査を行っていただいておる状況でございます。今後における営農活動

は、個々の農家で持続していくことは困難であり、地域の力を結集し

て対応することが必要であります。 

今後とも、関係機関と連携した集落営農の推進を通して、地域ぐる

みで取り組む仕組みづくりを進め、集落環境が保全されるよう推進し

てまいりたいと考えております。 

○松 浦 議 長   以上で答弁を終わります。 

再質問がありますか。 

○川 角 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   ６番 川角一郎君。 

○川 角 議 員   まず第１の点につきましては、職員教育の関係でございますが、先

ほど答弁をいただきましたように常日頃十分指導はしておるんだとい

うふうなお答えをいただいたわけでございますが、先の新聞にも出て

おりましたように、このことは出てから厳重に処罰するいうのはひと
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つの手段としては非常にいいんではないかとは思うんですが、いかに

出るまでに防ぐかということが大変必要であろうというふうに思いま

す。その中でも厳罰化という話が出て、新聞にも載っておりましたが

いろんなところで人事院の示すひとつの指針よりはきつくしておるん

だというところがかなり全県的に見れば多くなっておるということで、

そこに向けて検討しておるんだと、その時も参画で安芸高田市は今検

討中ですよというふうに出ておったというふうに理解するわけですが、

このこともひとつの方策として、早めに検討を十分されて、適当な制

度をつくっていただくようにということで、お願いをしておきたいと

いうふうに思います。最終的には導入はしても、執行部の皆さん、あ

るいは職員のモラルの問題だろうというふうに思うわけなんで、そこ

らの効用というのを十分図っていただきたいというふうに思います。 

それから２番目の農業振興につきましてですが、書類申請から見る

とこの制度というのは聞いてみますと４０種類ぐらいの受付文書があ

るんだというふうに聞いております。これを慎重に、あるいは熱心に

取り組むところによりましては、一つの窓口を設けまして申請に来た

者は代替をしてでも、代筆してでもこのことを進めていくんだという

ふうな力強いひとつの取り組みをされたところが事例としてもところ

どころ見られるわけでございます。そこらが、この受付がＪＡでする

のか、あるいは市でするのか、その点を１点と、それからそこらのこ

れに向けての取り組み、この今後安芸高田市の農業が生きていく道に

ついては、このことは非常に先ほども言いましたが、大事な施策であ

ろうというふうに思うわけでございます。大分の方で見ると、５年先

では９０％はこれでカバーしていくんだという目標数値の中で管理運

営されておるというふうなのもこないだ新聞で見たわけでございます

が、そのようにほとんどこれでやっていかなくては、今後の農業は生

きていけないんだというぐらいまでですね、この制度というのが今後

の運営の中で必要になってくるんだろうというふうに思いますので、

そこらの再度取り組みについて、あるいは窓口等についても、ひとつ

お願いをしたいと思うわけでございます。そのようにこれについては

大豆・麦の一応、条件整備というふうなものもいるわけでございまし

て、そうしてくるとただ担い手をつくって、あるいは法人つくってと、

いえども私、再々申し上げるんですが、土地の構造改善、基盤整備、

そこらも形に合うようなものも、やはり取り組んでいかなければ、対

応というのは将来できんのではないかというふうに思いますのでそこ

らのお考えについてもお聞かせをいただきたいというふうに思います。 

それから３点目の農地の荒廃のことにつきましては、ああして中山

間等で集団でやられるとこは、大分整理ができておるんですが、先ほ

ど言いましたように、こっちにおられない。で、この吉田町内でも実

際に買う時にはここへ来て農業するんだというふうな形で、５反も６

反もまとめて買っておられる。それが全然そういうのが実現されずに
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いまだに放置されておる。そうなってくるともう状態が１０年以上続

いておりますので、木が生えたような状態になる。鹿の巣、あるいは

虫の巣、現実にございますが、地元としてなんぼ言ってもこんのだと、

かもうてくれんのだというふうなことでございまして、何とか市の、

あるいは農業委員会の方で手立てはないものだろうかというふうに、

非常に地域住民は困っておられるという現実がございますので、そこ

らを具体的な問題として、今後何とかこのような方法があるよと、い

うような知恵を出して指導をしていただければいうふうに思うんです

が、先ほどの答弁以外にあれば、ひとつお聞かせをいただきたいと思

います。 

以上でございます。 

○松 浦 議 長   ただいまの再質問に、答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   特に飲酒運転の問題については、今までは人事院指針というのが出

ておりましたので、その指針を基準に処分等もしておったわけでござ

いますが、全国的に各自治体でこの見直しが行われているということ

でございますので、現在今見直し中のところでございます。 

次に農業振興と農地保全の問題でございますが、また後ほど詳しい

ことは担当部長の方から説明をしていきたいと思いますが、ご指摘の

ように、来年からはいわゆる認定農家と営農集団しか相手にせんと、

そういうことでございますので、その他の農家が結局は落ちこぼれに

なるという。先般も県といろいろ話をしたんですが、県はこれをゆず

らんのですね。これを中心にいくということで、それじゃあ落ちこぼ

れた農家はどうするんかという問題が論議をしたわけでございますが、

県はやっぱり国の示したものを中心にいくという、かなり強硬な姿勢

を持っております。したがって、それじゃあ実際に末端の市町村や農

業じゃ困るという問題がありますんで、それは今後十分協議をしてい

かにゃあいけん問題であろうと、このように思いますし、認定農家の

４ヘクタールも２．６ヘクタールに県も下げてきておりますので、そ

ういうことで、多少は県も緩めてきておるところもあるわけでござい

ますが、そこらをうまく利用しながら今度はこっちが向こうの制度を

うまく利用して、その間を縫うていくという方法しかないのじゃなか

ろうかというように考えております。 

○松 浦 議 長   引き続き答弁を求めます。 

産業振興部長 清水盤君。 

○清水産業振興部長   農業振興に係りますご質問でございます。現在来年度から始まりま

す国の施策に対する受付の状況でございますが、ご指摘のとおり９月

から始っております。この受付期間は９月１日から１１月３０日とい

う期間でございます。この受付は、直接は農政事務所の方が受付をす

るということになっております。これに対する書類の作成については

先ほどご指摘がありましたように、大変な資料作成が必要ということ
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でございます。これらに対する支援は農協も市の方も支援をしていき

たいというふうに考えております。現在の状況でございますが、申請

件数は今のところゼロということでございます。先ほどありましたよ

うに、県なり国の方針というのは非常に認定農業者、あるいは法人に

特化した施策に方向を絞ってきておりますが、先ほど市長申し上げま

したように、本市の現在の状況で言いますと、現在の段階で約２割程

度のカバーができるんではなかろうかというふうに思っておりますが、

当然今後においても、認定農業者あるいは法人化等の推進をしていき

たいというふうに考えております。ただ、この推進におきましてもや

はり地域合意のないところに認定農業者、あるいは担い手というもの

は育たないわけでございますので、そういった地域合意の取れる集落

営農の推進の中で、認定農業者なり法人化を進めていくということが

重要になろうと思います。そういった意味で今後の大きな柱としては、

やはり集落営農の推進をする中でそういったひとつの育成をしていく

ということで取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

それから特に国の施策に乗っていくための大豆でありますとか、麦

等の生産に向けての生産基盤ということでございます。ご指摘のよう

になかなか大豆にいたしましても麦にいたしましても生産が拡大に今

つながっていないのが実態でございまして、それもひとつは地形的条

件でありますとか、地下水の状況でありますとか、いろんな基盤に係

わります条件の整備がなかなか整っていないというのが現状だろうと

思います。そこらの対応につきましては、いずれにしても経費を投入

するということになりますと、国なり県の支援を受けながら対応して

いくということになろうと思いますので、こういった対応につきまし

ても今後の県や国の指導なり、協議をしていく中で今後検討をしてい

きたいというふうに考えております。 

それから農地の荒廃にかかります取り組みでございますが、先ほど

市長が申し上げましたように、特に農業委員会の取り組みをご照会さ

せていただいております。この取り組みは農地パトロールの取り組み

の中で荒廃地、あるいは遊休地の実態調査ということで６月から８月

までの３ヵ月間をかけて、現在取り組んでいただいております。現在

集計をしていただいておるという状況でございますので、こういった

結果を受けながら関係機関を含めた中での今後の対応ということにな

ろうと思います。農業委員会の方の取り組みといたしましては、土地

所有者の方のご意見等もヒアリングをしながら、今後の対応も検討を

していくというようなことでございますので、そういったひとつの調

査結果を受けた段階で今後の方向を示していきたいというふうに考え

ております。 

以上でございます。 

○松 浦 議 長   以上で答弁を終わります。 

再々質問がありますか。 
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〔再々質問なし〕 

○松 浦 議 長   以上で川角一郎君の質問を終わります。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○松 浦 議 長   続いて通告がありますので発言を許します。 

１０番 熊高昌三君。 

○熊 高 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   はい。 

○熊 高 議 員   あきの会の熊高昌三でございます。通告の３点についてお伺いした

いと思います。 

まず１点目の新しく実施された制度の現況と今後についてというこ

とで、小さくは２点についてお伺いしたいと思います。まず１点目の

個人情報保護法は市民に周知し、課題はないかということでお伺いし

ますが、先ほど今村議員の質疑の中でも触れておりましたんで、関係

することも含めてお伺いしたいと思いますが、まずは安芸高田市の情

報公開、個人情報保護審査会というのが設置をされておりますが、こ

こらでどの程度審査会を開かれて、その中での課題そういったものが

どんなふうに出ているのかということをまずお聞きしたいと思います。

さらには先ほど質疑の中にもあったんですが、その情報を市民に公開

するということの中で、個人情報との兼ね合いというのが非常に難し

いということですが、いろいろこの個人情報については課題も多いと

いうふうに新聞紙上でも書いてありまして、昨年施行されて２００８

年に大幅な見直しを行うということも出ておりましたが、そういった

中で我々が直接市民の皆さんのいろいろ意見を聞くと、先ほどもあり

ましたが、災害等の対応に必要な情報、あるいは福祉関係に対してい

ろいろお世話する方の情報の出し方、こういったものが非常に具体的

に問題があるというようなことを先ほど市長もおっしゃっていました

が、そういった中で５千人以下の情報というのは自治会には出しても

いいんだというようなこともあるように解釈をしておるんですが、そ

こらの考え方が安芸高田市はどんなふうに考えておられるのかまずお

聞きをしたいと思いますし、関係の条例の１８条の中の５と６項目あ

たりに情報の活用という部分であるんですね。そこらが必要であれば

出せるというような解釈もできるんですが、特に審査会の意見を聞き

ながら出していくというようなことも書いてあるんですね。ここらの

解釈というのがどんなふうにされて、市民に対して情報を、個人情報

を出していくのかというふうなことを市としての考え方をまずお伺い

をしたいと思います。 

少枠の２点目の住民基本台帳ネットワークシステムは市民にメリッ

トある制度になっているか伺うということですが、これも当初、この

基本台帳については非常に国民的な大きな課題でもありましたが、か

なりそういった議論の中で内容も簡素化されて、むしろ使いやすいよ

うな部分も出てきたし、逆に内容がないために活用のメリットがない
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というようなそういった議論もいろいろとされており、これもいろい

ろ議論をされておる現状だと思いますが、先般も同僚議員もお伺いを

しておりましたが、いわゆる住基ネットの活用状態という実態はどう

いう状況にあるんかということですが、最近の新聞にチラッと出てお

ったので、メリットがあったというようふうなことが書いてあったの

が社会保険庁の年金受給権者の現況届がこの住基ネットワークシステ

ムを使うことによって不要になったんだというようなことも書いてあ

りました。こういうメリットもあるんだということも中にはあるよう

ですが、安芸高田市の現状としてどういう状況なのかお伺いをしたい

と思います。 

大枠の２点目でありますが、執行部組織体制の再編について伺うと

いうことに書いてありますが、中でもこの７月から導入をされました

副市長２人制、こういった体制が変わった中で、６月の議会にも提案

されたときに市長は、具体的な体制というのは７月の１日から実施さ

れるまでに決めていくんだという答弁をされ、具体的な話は公式の場

で聞いたことはまだないように私の認識はあるんですが、そういった

市長の具体的な考えというのを改めてお伺いするということと、合わ

せてインターネットのホームページに出ておる２人制の副市長制につ

いて、市長も言われましたように行財政改革のスピードをさらに加速

させる必要があり、その行政組織の機構改革が喫緊の課題であるとい

うようにとらえて、この２人制の副市長制を実施するんだということ

を書いております。そして増元副市長は総務・自治振興部・市民部・

福祉保健部・消防本部に関する事務。そして藤川副市長に対しては産

業振興部・建設部・会計課に関する事務これを託すんだと。そして共

同所掌事務として総務の財政に関すること、あるいは事務、議会事務

局、各種委員会に関する事務などというようにホームページで明記を

されておりますが、こういった状況という形で提示はされております

が、果たして具体的にその目的どおりの体制というのがこの時点で組

まれているのかどうか、その辺についてお聞きしたいということと、

合わせて副市長２人にそれぞれ担当されておるその所掌する部分をど

のように今後やっていかれるかというふうな意欲のほどをぜひともお

伺いしたいということで、質問をさせていただいております。そして

さらに細かい部分で言いますと自治振興部の体制について、企画部門

や第３セクター等の担当の見直しが必要ではないかと書いてあります

が、私も総務委員長という立場で自治振興部の中身にいろいろ具体的

に協議する場が多いということ。あるいは第３セクターの委員長も兼

ねてやっておりますので、そこらでいろいろ部長とも話をする機会も

多いんですが、果たして今の体制で本当にいいのかなということを考

えております。特に第３セクター等は事業部門も含めてのいろいろ今

後取り組みが必要だというように思いますので、ここらは全体の体制

の中で見直しをする必要があるんではないかという気がしております
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ので、その辺についての考え方をお伺いしたいと同時に自治振興部だ

けの問題ではないと思うんですね。今後副市長２人制という中で、ど

のような体制を組んで行かれるのかという具体的なお考えがあれば、

来年度に向けてどういう取り組みをされるのかという考えがあれば、

お伺いしたいと思います。特に先ほど言いましたような委員会でいろ

いろ議論する中で財政部門と企画部門、そして行革というのはこれは

一体的に取り組んでいかないと、なかなか取り組みの成果が上がって

いかないんではないかと、横断的な連携というのが非常に密でないと

できないという気がしますんで、ここらの部署という整理、特にフラ

ット化ということもそれぞれ各自治体でやられておりますが、そうい

った方向も含めてどのように考えていかれるのか、お伺いしたいと思

います。 

それから３番目の児童館、放課後児童クラブなどの子育て支援対策

についてということでございますが、国も非常に子育て支援について

はいろいろな形で取り組みを積極的にやっておられますが、安芸高田

市の場合もいろいろ課題がありますが、特に安芸高田市の中でも住宅

の密集地、あるいは過疎地域、それぞれ地域の状況が違うわけですね。

そういった状況の中で子育て支援のあり方もひとつではくくれないと

いう状況があろうと思います。そういった中で現況でいいのかどうか、

特に先般高宮がそういった対応の事業がないということでいろいろ説

明会も開いていただいておりますが、そこらの中でやはり市民の皆さ

んの声を聞くと今の体制ではなかなか活用しにくいこともあります。

特に事業費の内訳も課長から詳しく聞きましたが、一般財源を使って

おることのメリットが本当に出てるんかどうかなと。児童館の部分と

児童クラブ、この財源のあり方もかなり違っておりますが、結局一般

財源をもう少し児童館あたりに持っていく方がより効果的じゃないか

なという部分も見えるわけですね。そこらが本当に今の状況でいいの

かどうかということをお聞きしたいと思いますし、合わせて８月３０

日の読売新聞に全公立小学校で放課後保育をやるんだということをか

なり詳しく書いてありましたが、これは文科省と厚生労働省が一体と

なってやることで、もうやるんだということでありますが、ここらに

ついて既に来年度からということですから、いろいろ通達とかそうい

う情報も入っていると思いますが、そこらの考え方を教育長も含めて

質問の答弁者には教育長書いていませんでしたが、状況がもし把握を

しておればそこらのわかる範囲での情報をお聞かせ願いたいと思いま

す。 

以上３点についてお伺いします。 

○松 浦 議 長   ただいまの熊高昌三君の質問に対し答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   ただいまの熊高議員のご質問でございます。 

まず、新しい制度としての個人情報保護法の市民への周知と課題に
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ついてのお尋ねでございます。国の個人情報の保護に関する法律は、

平成１５年５月に成立いたしまして、平成１７年４月１日から施行さ

れております。また、本市におきましても国の個人情報保護法の施行

に先駆けて、新市発足と同時に個人情報保護条例を制定いたしまして、

平成１６年４月から運用を開始しております。不十分ではございます

が、啓発チラシの作成・配布、市広報紙への掲載などを行い、制度運

用状況などについても毎年市広報紙に掲載、公表しておるところでご

ざいます。なお、個人情報の漏えい防止対策が強く求められ、本市で

も本年度から条例へ罰則規定を追加するとともに、職員研修を実施し

ておりますが、個人情報の保護につきましては、全国的にご指摘のよ

うに過敏な取扱いによって混乱している状況が報告されている中で、

国においては、危機管理や防災対策などに関して徐々に守るべき情報

と利用できる情報の整理が示されておりますので、各種の機会を捉え

制度の趣旨や内容など市民の皆様へ広く周知を図ってまいりたいと考

えておるところでございます。 

次に、住民基本台帳ネットワークシステムについてのご質問でござ

います。平成１４年４月から住民基本台帳ネットワークシステムが稼

働し、本年４月末で４年を過ぎ、５年目に入っております。皆さんご

承知のとおり、国の施策により、市町村が管理している住民基本台帳

がネットワーク化し、従来各行政手続で必要であった住民票の写しの

添付や届出を省略し、住民の利便の向上を進めるものでございます。

住民基本台帳ネットワークシステム開始当初は加入していない自治体

もありましたが、その後の加入が進み、平成１８年９月１日現在では、

未加入の自治体は東京都の杉並区、国立市と福島県矢祭町の３つの自

治体となっています。 

次に、安芸高田市におけるネットワークシステムを利用した住民票

の写しの広域交付の利用は、本庁及び支所を含め平成１６年度１年間

で３３件、１７年度１年間で２５件となっております。現時点では、

住民基本台帳ネットワークシステムは使用頻度において、全国的にも

地域の実情により濃淡はありますが、各種行政手続きにおける本人確

認がネットワークを通して即時に行われ、年金受給者の現況届や旅券

申請等で住民票の添付が不要となるなど、市民にとっては有意義な制

度であると認識をいたしております。 

次に、執行部の組織体制の再編についてのご質問でございます。ま

ずは、副市長２人制の導入とそれぞれの役割についてのお尋ねでござ

いますが、７月１日付で施行しました安芸高田市助役事務分担規則で、

増元副市長はご指摘のように総務部・自治振興部・市民部・福祉保健

部及び消防本部に関する事務を、藤川副市長は産業振興部・建設部及

び会計に関する事務、また特命として先ほど申し上げました企業誘致

の仕事も係わっております。いわゆる総務系と事業系に分けて、それ

ぞれの専門性を発揮してもらっており、また、財政に関する事項や議



 112 

会事務局・教育委員会やその他の委員会に関しては、二人で担当する

ことで、制度導入から２ヵ月が経過したところでございますが、今の

ところスムーズにまたスピーディーに事務の執行ができるようになっ

たと考えております。こうした副市長２人制の動きは、広島県下はも

とより、全国的にも広がっているようで、いち早く取り組んだことが

間違いではなかったと考えておりますし、また、来年４月施行の地方

自治法改正では、市長の権限の一部を副市長に委任することから、そ

の準備も整ったと考えております。 

次に、自治振興部の体制の見直しについてのお尋ねでございますが、

これは行財政改革を進める上で、市全体の組織再編の中で対応すべき

ことと認識をしております。現在、年々減少していく職員数に対応す

ると同時に、これから求められる簡素で効率的な組織に生まれ変わる

ため、来年４月を目途として、組織機構の見直し作業を行っておりま

す。組織機構の見直しについては、本庁と支所の役割を明確にしたう

え、円滑な行政運営が行えるよう体制整備を図る必要があると同時に、

重点施策に対応できる組織のあり方についても検討を重ねているとこ

ろでございます。いずれにいたしましても、市民の皆さまの付託にこ

たえることのできる効率的かつ機能的な組織機構になるよう再編成を

図る所存でございますので、よろしくお願いをいたしたいと思います。 

次に、児童館・放課後クラブ等、子育て支援対策についてのご質問

でございます。安芸高田市では、現在、３ヵ所の児童館と７ヵ所の放

課後児童クラブの運営がなされておりますが、児童館については、単

独の建物を持っている上に運営費に係る国庫補助金もなく、保護者負

担金と市の一般財源だけで運営していることから、放課後児童クラブ

と比較すると運営費が高く対象年齢も違っております。この問題につ

いては、平成１７年度に旧町間で公平なサービスの提供が行えるよう

整理を行うため、児童館についても放課後児童クラブと同様の運営形

態を検討いたしましたが、対象としている児童の年齢が違うため、児

童館を利用している高学年の一部に施設を利用できない状況が生まれ

ることから、現在でも児童館はそのままの形態で運営をすることとい

たしました。この児童館と放課後児童クラブの問題については、現在、

議員ご指摘のように文部科学省と厚生労働省が連携をして放課後子ど

もプランの中で新制度の立ち上げを検討中であることから、今後、情

報収集に努め、制度導入時に不均衡が解消できる可能性があれば、こ

れを取り入れたいと考えておるところでございます。 

次に、安芸高田市として独自の子育て支援の制度を設け、効率的で

公平な事業運営が図れないのか、とのご指摘でございますが、市独自

の制度を創設することは、市の一般財源を必要とすることとなり、現

状では非常に厳しい面があるわけでございます。しかしながら、昨今

の子育て支援の形態をみると、必ずしも行政のみが関わって行うので

はなく、ボランティアや地域の皆さんの力で事業がなされているもの
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もあることから、安芸高田市においても様々な方式を検討する必要が

あると考えております。 

○松 浦 議 長   市長の答弁を終わります。 

引き続き答弁を求めます。 

副市長 増元正信君。 

○増 元 副 市 長   副市長の意欲のほどはというお尋ねであろうと思います。ただいま

市長の方から答弁をされました方針に基づきまして、私も担当制をし

きながらも、その担当のスピーディーな問題解決とともに藤川副市長

さんと連携をとって市全体の運営といったことにも同時に図っていか

なければならないということで、今後とも全力を投球していきたいと

いうふうに思いますので、どうかよろしくお願いを申し上げます。 

私の基本認識といたしましては、平成の大合併は一段落いたしまし

たけども、地方分権の改革はまだまだスタートしたばかりでございま

して、まだまだ未完成でございます。国全体を含めて三位一体改革も

含めてまだまだ未完成な部分が非常に多くある。不透明な部分も非常

に多くあるということでございます。今後さまざまな制度が改革をさ

れる。またこの安芸高田市合併後、新しい市をつくっていくなかでは

まだまだ改善改革を進めていかなくてはならないというふうに思って

おります。そういった中、我が市は合併の時に協議をいたしました新

市建設計画に基づく長期総合計画が、これがひとつのよりどころであ

りまして、これをひとつの目標に実現していかなければならないと。

その実現をするためには、さまざまな改革をしていきましょうと。そ

して行財政改革大綱を定め、先ほどありましたように１４４項目、あ

るいはその中でも特に集中改革プランということで、重点的に取り組

むということで抜き出しを７つの柱で行っております。それを着実に

実行していくということが私なり副市長の責務であると思っておりま

す。なかでも財政運営、これまで単年度主義の運営を行っております

けども、今後行政もひとつの経営体であるというふうな観点に立ちま

すと、長期的な視点に立った財政運営をしていくべきではなかろうか

と。起債の管理、あるいは事業の執行、あるいは職員人件費の考え方、

これも経営の観点に立って長期的に持続的に運営をしていく、経営を

していくといった観点が必要であろうかと思います。先般の実質公債

比率の考え方も一般会計だけではなしに、特別会計、一部事務組合に

含めて３セクも含めて、市全体の財政をどのように考えていくのかと、

それも長期的な視点でどのようにするのかといったことであろうとい

うふうに思いますので、そこをもう少し担当部長とも協議しながら、

強化をしていかなくてはならないのではないかと思います。また、集

中改革プランの中でも柱として挙げておりますように、職員の定員適

正化計画、これは市長の方からもありましたように５年間で５０名、

そして１０年間で１００名余りという計画を現在立てております。こ

れも着実に実行していかなければならないと思います。職員の大量退
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職時代を迎えておるという中で、そういった物理的なものもあります

し、逆に小さくて効率のいい自治体をつくっていかなくてはならない

という観点からも、ぜひともこれはやらなくてはならないと思います。

そういった中で、じゃあ少ない職員でいかに効率の良い組織をつくり、

サービスを行うかといったことが大きな観点となろうかと思います。

そういった意味ではもう既に大量退職時代が始まっておりますので、

１９年度を目途に現在の段階での市の機構、組織どうあるべきかとい

ったようなことを検討させていただいておりまして、先ほど議員ご指

摘のとおりフラット化でありますとか、これからの縦割りの弊害をな

くしていくとか、総合性を確保しながらもそうは言っても事業を特定

して目的を達成しなくてはならない。その両方を負える組織というの

をつくらなければならないということで、現在検討をしておりますの

で、またその骨格が固まりましたら報告もさせていただきたいと思っ

ております。職員の給与の適正化、人件費の考え方も経営の中ではど

うしても考えなくてはならないということでございまして、人事院の

勧告に基づきまして、給与表そのものが平均４．８％減額しようとい

うことでの取り組みを今やっておりまして、公務員の改革と言いまし

ょうか、５年間でこれをやりましょうということで、人事評価等も今

後やっていかなければならない、それを給与に反映させるシステムを

近々のうちにつくっていかなければならないというふうに思います。

そういった意味では職員の意識改革、そして人事管理の強化というの

を私も含めて大きな課題ではないかと思います。個々の職員が最大限

に能力を発揮してこそ初めてさまざまな今回の災害も含めてすべての

事業がうまく回っていくということでありますので、その点も努力し

たいというふうに思いますし、もうひとつは評価の考え方を行政の中

に入れていくというのもやりたいと思います。これまでは計画をし、

実行するとそこで終わっておりましたが、実行の結果がどういう評価

をもたらすのかということで、プラン・ドゥー・シーのマネージメン

トサイクルをぜひ導入しようということで、現在準備をしております

し、１９年度、２０年度、３ヵ年ぐらいの計画の中で職員の意識改革

をしながらもそれを導入していかなければならない、いかざるを得な

いという状況にございます。私の担当する部署は当然のことながら、

市全体の運営について市長さんなり、藤川副市長と連携を取りながら、

また各部、各課長さん、職員と連携をとって取り組んでまいりたいと

思っておりますので、今後ともよろしくお願いを申し上げます。 

○松 浦 議 長   引き続き、副市長 藤川幸典君。 

○藤 川 副 市 長   はい。 

○松 浦 議 長   答弁を求めます。 

○藤 川 副 市 長   引き続きまして私の基本的な考えを述べさせていただきます。この

７月１日就任以来、２ヵ月余りが経過をいたしました。ちょうど就任

時、道路河川等の各種期成同盟会の国会国交省、広島県等の活動がご
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ざいました。就任後、関係部との主要事業の概要説明を受けまして、

それぞれの当面の計画、検案事項、課題等のヒアリングを実施してま

いりました。ご案内のとおり安芸高田市の平成１８年度の当初予算の

性質別経費の割合で人件費、扶助費、公債費の固定的でかつ義務的経

費が５０％を占める中、普通建設事業費が１７．４でございます。安

芸高田市は先ほどからございますように、行政改革の実施中であり、

また集中改革プランの公表で避けて通れない問題で、集中改革プラン

の示した指針に沿って集中的に取り組む必要があろうと思います。私

は財政を見通した展開がまず必要であると考えております。先ほどか

らございましたように、本年度から総務省が示しました実質公債比率

では本市では、もとい、自治体の収入に占める借金返済額の割合を示

す数値で、本市では水道といった公営企業の債務や一般会計から特別

会計への繰出金等、勘定に入れるための連結決算とされております。

そういった総体的な財政分析のもと担当部署と常にヒアリングをいた

しまして、職員間の関係、また課題と成果をチェックしながら何をす

るのか、自分の役割を常に認識して、その基本姿勢をもとに現場とか

成果を重視した展開を実施してまいりたいと思っております。 

以上です。よろしくお願いいたします。 

○松 浦 議 長   引き続き答弁を求めます。 

教育長 佐藤勝君。 

○佐 藤 教 育 長   先ほどの放課後子どもプランのことについて、教育長として把握し

とる状況についての説明をということでございますけど、現在この問

題につきましては、具体的にどのようになるかということについて国

の方も大まかな枠を示しまして、日程で申しますと９月の１２日に中

四国の主幹課長会議、９月の２０日に全国の担当者会議、それから後

に９月の末に県内の市町村へ対する説明会をするというような状況に

なっております。それで課題につきましては、先ほど市長さんの方か

ら放課後児童クラブの問題とか児童館の問題とか話をされましたけど

も、まさにそのとおりでございまして、国の中でも文部科学省の事業、

それから厚生省関係ですね、厚生労働省関係の事業とは２本柱ででき

とったのを何とか一本にしてから放課後の児童の教育と言いますか、

それをする方向で考えようじゃないかという施策でございます。ただ

これはいろいろ課題がございますけども、小学校で基本的には実施す

るふうになっておるんですね。そこで小学校で実施するということに

なりましても具体的な例で申しますと、仮に吉田の小学校でそのこと

を希望者といたしましても実施するということになりますと、４００

名のうちに何人希望するかわかりませんけども、４００人のうちの３

００人が仮に希望したならば、３時半から４時ぐらいまでが学校の教

育活動で学校におります。それから後の時間、かれこれ３００人残っ

ておる子どもをコーディネーターを雇いまして、その方を中心としな

がら元学校の先生でおられたり、あるいは大学生なんかの学習のアド
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バイザー、あるいは地域のボランティア等の力を借りながらお世話を

させてもらうということになりますと、これは学校にはそれぞれ学級

担任が１２学級あれば１２学級おって、それ以上の教員もおって対応

するということになりますので、かなりの人員の確保をしていかない

とできないというようなことにもなるわけでして、本当に国がそれを

雇うだけの財源を確保してくれるんだろうかとか、いいことは言うけ

ども、あとは市町村でやれと言われた時には、教育委員会中心になっ

てこれはやれと言われることになります。また教育委員会は人材の確

保ということで討論せにゃあならんということになります。いいこと

ではあるんですけども、よほど国の方も慎重に考えてもらわないとこ

れを実際に実行するとなると難しいんじゃないかのというふうに思い

ますし、これは今安芸高田市のことだけ考えておりますが、千名から

おる学校もあるんですね、小学校の中には。そこらをどういうふうに

国は考えてやりよるんだろうかと、よく説明を聞いて福祉保健部と連

携をしながら今後の対応策について検討してまいりたいという状況で

ございます。 

現在のところは、以上の状況でございます。 

○松 浦 議 長   答弁漏れはありませんか。 

○熊 高 議 員   答えられてないでしょ。 

部長あたりが答える部分が何点かあったと思うんですがね。審査会

の状況とか。 

○松 浦 議 長   答弁を求めます。 

総務部長 新川文雄君。 

○新川総務部長   個人保護条例に関連する内容的につきましてご説明したいと思いま

す。 

１６年の４月から運用を開始させていただいております。これまで

この条例の中で保護審査会という制度を設置させていただいておりま

す。今までの経過見ますに、まず年度で整理してみますけども、第１

回のこの審査会につきましては１６年に１１月３０日に実施いたしま

したが、非常に保護条例に関する市民の皆さんの問題意識というもの

が高くて２３件の件数がございました。それと１６年の２回目につき

ましては１７年の１月３１日にやっておりますけども５件、また１７

年につきましては３回の実施をしております。１７年の７月の２２日

９件、また１２月５日１件、１月の２７日１件、６回目といたしまし

てこの１８年の９月４日に実施をさせていただきましたが、５件とい

う情報の状況でございます。どちらにいたしましても先ほど質問の事

項にもありましたように、条例の８条の５項ないし６項目に関連する

行政が実施をする事業等に関連しての事務事業、そういうものについ

ての原課の方の開示請求と言いましょうか、事務執行上における審査

会に伴って情報を収集させていただくという問題でございます。どち

らにいたしましても１７年度の成果等につきましては、広報等でもあ
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る程度明らかにさせていただいて、１７年度中の先ほど言いましたよ

うな状況でございますので、こういうことにつきましても広報の方に

掲載をさせていただいておるという状況でございます。 

５号、６号の関係でございますが、個人情報の利用ということで、

実施機関の所掌する事務執行という判断でございます。最終的な判断

につきましては、本人の同意を得て慎重に対処しうることが好ましい

ということが書いてあるんです。そういう状況の中で当然行政が行い

ます事務につきましては、公共性の問題もありますし個人の権利、利

益の保護を十分に留意しなくてはなりませんし、やはり市民の皆さん

の負担の軽減、行政サービスの向上ということで、敏速性を図る必要

があるんではなかろうかと思っております。そういう目的外利用に使

用する場合につきましては、やはり権利また利益と不当に侵害する可

能性を考慮して、本人の同意を得て慎重に対処することが望ましいと

いうことも凡例等の中にも記述されている状況でございます。 

また６号関係につきましては、そこにも掲げてありますように実施

機関が審査会の意見を聞いて公益上の必要性その他理由があると認め

るときとございますが、確かに事務上の整理、また本人の同意なしで

個人情報を目的外として利用するわけでございますので、外部の提供

することが社会一般の利益を図るために必要であるということとか、

また当然目的外利用でございますので、そういう情報が客観的な判断

を要求されることがございますんで、このことにつきましても審査会

の方で審査を行っている状況でございます。いろいろ例示的にもござ

いましたように、現在いろんな角度の中で振興会を中心とした行事等

も行っていただいております。この案件に基づきまして、審査会等も

開催をさせていただいて、目的外利用のためのそうした審査会に諮問

をかけさせていただいて、原課の方の担当しておる所掌事務と振興会

との連携を取らせていただくためには、こういう審査会の方にも十分

かけさせていただいて皆さんに対する情報の提供を出させていただき

たいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

それと、私の勉強不足でありますが、５千人以内の情報というのは

ということで災害とかありますが、ちょっと不勉強でございますので、

もう少し検討をさせていただきたいと思います。 

以上でございます。 

○松 浦 議 長   以上で答弁を終わります。 

再質問は休憩後にしていただくことにいたしまして、この際、１５

時３０分まで休憩といたします。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午後  ３時１５分 休憩 

午後  ３時３０分 再開 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○松 浦 議 長   それでは時間が参りましたので再開をいたします。 
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再質問がございますか。 

○熊 高 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   １０番 熊高昌三君。 

○熊 高 議 員   議長、上着を脱がしていただきますので。 

○松 浦 議 長   はい、どうぞ。 

○熊 高 議 員   それぞれご答弁いただきましたが、まず順番を追って確認したいと

思いますが、個人情報の関係ですが、先ほど５千人以上以下、その基

準によって、取り扱いが違うんじゃないかというような話をしました

が、そこらの見解があれば再度お伺いしたいというように思いますし、

８条の件の５項、６項の件ですが、目的外に使うということですが、

目的外と言いましても、市民の福祉、あるいは安全のために使うよう

な場合が多いわけですね。そういったことも目的外というかたちで片

づけるんかどうか、そこらは市の扱い方ひとつで随分違ってくるんじ

ゃないかなという気がしますね。そこら辺が現在市民が不満に思って

おる、特に善意でいろいろ世話をされる方なんかが、そういった情報

もなかったら世話もできんようになるといったようなことをたびたび

聞きますんで、そこらの議論を審査会でされたのか、何件か随分出て

おりますが、そこらの中身が具体的にはどういう中身であったのかと

いうことも含めて、そういった議論もしていただいたのかどうか、そ

こらを再度、この件に関してはお伺いしたいと思いますし、市の職場

で書類、いろいろ個人情報が入った書類がありますよね。こういった

処理のマニュアル化といったこともされておると思いますが、そこら

の取り扱いのマニュアルはどのようになっておるのか、そこも合わせ

てお伺いしたいと思います。 

それから１の②の住基ネットの件ですが、有意義であるというふう

なことを市長先ほど言われましたが、有意義であればもっと市民が使

うような取り組みが必要じゃないかなという気がしますので、やはり

そこらはＰＲ不足という点があるんかなという気がしますので、例え

ば公共施設の利用促進も含めて、例えば図書館の図書カードとかいう

のがあろうと思うんですね。高宮なんかそういう方式でやってました

から、その図書カードを住基ネットのカードでやるとか、あるいはプ

ールなんかも現在いちいち申込書を書いてというような状況もありま

したが、かなり改善をされました。そこらも住基ネットのカードを出

せば、すっと通ってく、あるいはそれプラスの市民であれば割引をす

るとかですね、そういったかたちも導入できるんじゃないかなという

気がしますんで、もっと言えばきれいセンター、ゴミ処理センターで

すよね、ここらも市民の確認で、非常に不快な思いをする場合がある

んですよね。そこらも住基ネットの市民のカードであれば、そこらも

投入すればすぐ受付を通っていくとかいうこともできるんじゃないか

と、いろいろ考えれば随分活用方法というのはあろうと思うんですね。

そうすればこの住基ネットというのも生きてくるんではないかという
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気もしますんで、そこらの取り組みの考えがあれば、なければぜひと

も早急に取り組むような意欲のほどをお伺いしたいと思います。 

２番目の組織の関係でありますが、それぞれ副市長意欲のほどをお

伺いして頼もしく感じるという半面、もう少し具体的な意欲のほどが

ほしいなという気がします。増元副市長の場合は行政改革とかそうい

ったもので、それぞれ委員にもなっておられますんで、いろんな角度

で今までも議論してきていますんで、美しい答弁はしていただきまし

たけども、もっとやはり熱の入った具体的な目標を掲げた答弁がいた

だきたいなと。せっかく２人制になったんだから、今までできなかっ

た部分の時間はそこに割いていくんだという意欲がないと、２人にし

た意味がないんじゃないかなという気がしますんで、そこらをもっと

もっと熱の入った意欲のほどが聞きたかったなという気がします。 

藤川副市長さん、まだ２ヵ月ということでありますが、勢力的に事

業部門ですね、取り組んでいただいておるということですが、先ほど

今村議員の答弁にも答えておられましたが、工業団地の誘致というこ

とですが、どちらかというと増元副市長の方が使うところの部分が多

いんで、そこらをどう抑えていくかという役割だと思うんですね。藤

川副市長の場合は、お金を安芸高田市が生む方向の取り組みの責任者

というふうに、簡単に言えば生む方と使う方を抑えるというんですか

ね、そういった役割が２人の副市長にあるんかなあと、私はとらえ方

をしとるんですが、そうであれば藤川副市長は税源も含めて、農業も

含めて、これだけのお金を生むような施策をしていくんだというふう

な、今後取り組みをしていただきたいなあという気がしておりますの

で、そこらも再度、具体的な思いがあるんだろうと思いますんで、再

度お聞きしたいというふうに考えております。具体的に第３セクター

のこと言いましたが、これは今企画部門が持っておるんですが、私は

既に事業部門ですから、藤川副市長の担当に行くべきじゃないかなと

いう気がするんですね。そこらが来年度の組織再編の中でどんなふう

に考えておるのかというのも、もう少し市長に具体的にお聞きしたい

と思いますが、市民のためになる組織再編をするというふうなご答弁

ではありましたが、私が聞く限りでは具体的にどこをどういうふうに

していくんかというようなことは、増元副市長の答弁によれば、具体

的には今後やるんだということですが、もう既に予算編成の１２月も

迫っておりますから、やっぱり形というのは大筋頭の中に描いておら

れるんではないかなという気がしますんで、そこらの具体的な基本構

想というのをこの時点でも既に市長の頭にもあろうと思いますんで、

もう少し具体的にしてほしいというように思います。特に支所の権限、

支所長の権限、そういったものもということで、先ほど災害のことも

含めて話をされておりましたが、今回の災害のことも含めて前回も私

は支所長の権限ということで、一般質問したと思うんですが、やはり

同じような状況になっておるという感がするんですね。特に今日八千
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代の支所長来ておりませんが、支所長の話も聞きたかったんですが、

支所長と本庁とのやりとり、これが十分でなかったということを私も

聞いておるんですね。だからそこらの権限というのを今後の体制の中

でどうするんかと。特に支所の場合、私はもっともっとフラット化を

すべきじゃないかなという気がするんですね。かなりの部分が本庁に

お伺いをたてて、判子をいっぱいもらって来るということが多いんで、

どういう形がいいか具体的に私もわかりませんが、例えば支所の場合

は課長がもういなくって、支所長が県で言えばＧＬですかね、グルー

プリーダーのような形にしてすべてのことを把握するんだけども、そ

れぞれの係のものがその担当として責任を持ってやるんだと、そうす

ることによって決裁も早く済むし、権限を持って責任を持って、その

担当の係長。それが課長になるか、係長になるかわかりませんが、や

るということがスムーズな合理的な支所の運営につながるんじゃない

かという気がしますんで、そこらをしっかり権限も含めて、市長、考

えていただく必要があろうと思います。やはりスピードアップすると

いうために２人制の副市長にしたわけですから、スピードアップでき

るような体制でないと組織改革の意味がないと思います。であれば、

本庁の方も今部長が６人いらっしゃるんですかね。だからその部長の

役割が果たして有効に動いているのかどうか、かなり沢山の部署、課

を持っておられる部長もいらっしゃるんで、すべてのことを把握され

ておるということの状況じゃない答弁も見受けられるんですね。であ

れば部長はなくして、それぞれ課にして課長がおって、２人の副市長

がおって、それぞれの所掌をする形の方が求められる合理化、スピー

ドアップ、そういったものができるような気がするんですね。そこら

の考え方がもしどういうふうに受け止められるんか、お伺いしたいと

いうことで、この件、再度ご答弁を願いたいというふうに思います。 

それから３番目の児童館、放課後児童クラブ、これはまあ教育長が

答えられた部分が新しい事業ということなんで、非常に答弁しにくい

と思いますが、むしろ現状をいろいろ課題があるということであれば、

やはりそういった新しい事業、国がどう示すかわからんからというこ

とじゃなしに、積極的に安芸高田市としてはそういう子育て支援に対

してはこういうシステムでこういうふうにやりたいんだと、だからこ

れだけの予算が欲しいと、むしろ提案をして県なり国なりに申し込ん

でいくというぐらいの積極性を持って、福祉保健部とタイアップをし

てやるようなそういう時代じゃないかなという気がしますね。それが

先ほど今村議員も言われたように、自主的な自治体の運営ということ

になるんじゃないかという気がします。受け身じゃなくて、やはり積

極的に攻めていくようなそういった行政施策を望みたいというように

思います。具体的に言うと、現在児童館の方、児童クラブ合わせて４，

４００万くらいの総予算なんですね。そのうち国の補助が９百２、３

０万ですか、そのくらいの予算ですよ。９００万が大きいか小さいか
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というのはそれぞれ２２、２３％ですからあろうと思いますが、それ

だけのお金を有効に使って市民が喜ぶようなかたちにする方がむしろ

いいんじゃないかという気がしますんで、国の補助があるから今のま

んまでやるんだという考え方はどうかなと。特に先ほども言いました

ように、それぞれ地域性もあるわけですから、その地域性に合わせた

ような取り組みというのを私は考えていっていただきたいというふう

に思います。 

それと、ちょっと言い忘れましたが、２番目の方で財政、行革、企

画、これを市長、一体化をした方が私は行革がもっともっとスピード

アップするように思いますね。だから今財政、行革は総務部がもって

ますよね。将来をどうするかというようなことを先ほど藤川副市長も

言われましたが、将来の分は企画の分ですよね。だからここらが一体

化にならないと、やはり横断的な連携というのは難しいんじゃないか

という気がしますね。さらには総務部が持っておる人事、そこらあた

りもやはりお金を持っとる、人事も持っとる、そういった部署という

のは非常に権限が強すぎるいうような気がするんですね。そこらも改

革の中で、やはりバランスのいい組織体制にするということも必要じ

ゃないかというように思いますし、特に人事の部分で職員教育、先ほ

ど川角議員言われたことにも関係するんですが、一昨日の災害対応で

も、職員の対応というのは非常に教育がなってない職員もおるんです

ね。八千代の職員で、青原団長が消防団長でありますんで、災害対応

で土のう袋がないということで、たまたま私が電話したら大きな土の

う袋はどっかないかいのと、いうことで私も業界の関係者であります

から電話でできるだけ近くであるところということで、国道５４号の

現場に４つくらい大きな袋があるからということで、連絡をしました

らそれじゃあすぐ取りにいくからと、青原さん言われて、市の職員が

取りに行ったんですが、そこで対応した人間に対して、４つしかない

んかいというふうなことを言われたそうです。だから４つでも３つで

もいいから欲しいと言って、しかも待っておるような状況の中に、市

の職員がお世話になる人に対してこんだけしかないんかというような

言い方をするということ自体はどうかというふうに思いますね。だか

ら職員の教育が、人事部がしっかりして責任を持った指導というのが

必要じゃないかという気がしますんで、そこらも含めてもっともっと

具体的にそういう問題を掘り下げていって、対応していただきたいと

いうことで再度、お伺いします。 

○松 浦 議 長   ただいまの質問に答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   特にご指摘の組織の問題、機構の問題についてでございますが、現

在、鋭意内部で検討をしておるところでございます。支所と本庁の組

織のあり方、今後１００人を減す中で少ない職員でどのように対応す

るかということが、大事な問題でありまして、どうしても組織をスリ
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ム化せにゃいけんということで、こういう問題があるわけでございま

す。そこらは十二分に来年の機構改革に向けて対応をしていきたいと

いうように思います。いろいろ具体的なご指摘を受けましたんで、そ

こらを参考にしながら今後、早急に対応をしていきたいと考えており

ます。 

○松 浦 議 長   引き続き答弁を求めます。 

副市長 増元正信君。 

○増 元 副 市 長   具体的な意欲のほどをということでございまして、これまで２年間

助役１人制の中でやってまいりましたけども、どうしても広く浅くと

いうことにならざるを得なかったという反省をしております。そうい

った中で、今回２人の副市長ということで、担当を決めながらもやっ

ていこうということでは、より質の部分を取り組むことができるんで

はないかなというふうにも思います。先ほど組織のあり方等につきま

しても、合併時にもいろんな議論を我々もいたしまして、どういう組

織がいいんだろうかというふうな中での部長制をひかしていただいて、

ある程度の部署でまとめながら、それをやっぱり関連をしていくとい

うやり方が合併時の混乱期には必要なんではなかろうかということで、

それはそれで、機能したんではないかというふうに、思っております。

理想から言いますと現場に組織内分権をして、現場に権限を与えると

いうのが今後のあり方ではありますけれども、合併時の６町の職員、

バラバラの意識の中で集まった組織体制の中では、やはり機能しなか

ったと。先ほどご指摘のありましたように、職員個々の意識がある程

度レベルが統一をされ、そういった中でないとフラット化であります

とか、権限を現場に与えて素早くその現場で判断できるといったよう

なことができないんだろうと思います。そういった意味ではある意味

ちょっと逆説的ではありますけども、権限を一旦集中すると、先ほど

財政、人事、企画、そういった市の今後の運営をしなければならない

部分につきましては、やはり集中をして、市長をトップにしたそうい

った意向が反映できる組織をまず、私はつくるべきではないかという

ふうなことを思います。そういった上で職員の意識改革をする中で

徐々にその権限を末端にまでおろしていくというやり方が、どうも正

解ないんではないかという思いがしております。ひとつの物事を決め

るのに決裁の判子がいっぱい並ぶと、これだけは避けようということ

が合併時のひとつの問題意識ではありましたけれども、そういった意

味では中間の部長さんがある程度の権限を持って、その部署をまとめ

られるというふうなことでやってきたということは機能しておるんじ

ゃなかろうかというふうに思います。今後部長職等減る中で部の統合

を図りながら、市長の意向がきちっとやっぱり部長を通じて各現場職

員に伝わっていくようなそういう体制をとっていかなきゃいけない。

それには部長はじめ、課長、管理職もまず意識改革をする必要があろ

うというふうに思います。これもなかなか、これまで私が取り組もう
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として取り組めなかった人材育成なり、その職階による、自分の職階

をしなきゃいけないかといったようなところが、どうしても旧町の流

れのなかではこれまでできていないというふうに思います。そこらが

今後の人材育成なり、日常的な職員の育成ということころで、これも

一朝一夕にすぐ結果が出るものでないということでありまして、口を

すっぱく挨拶をしましょう、市民に対しては親切丁寧に、目線を合わ

せてやりましょうといくら言葉で言っても、これはなかなか浸透して

いないのが現実であります。それはどこに原因があるのかと、我々含

めた管理職がそういった指導をしていないからだということにもつな

がってくると思うんでありますけど、そこらも考えながら職員の意識

改革を図らなくてはいけないと。それも職員がうまく動けるような組

織体制もつくってやる必要があろうかと思います。本当に必要なとこ

ろに必要な人材を試験配分するといったような分析も、正確にはなか

なかこの２年間ではできにくかったというのが実態ではあります。そ

ういったこの２年間の経験をもとに、今後我々は何をしなければいけ

ないかということをもう一度、今その作業をしておるわけですけど、

今後をにらんで市長の意向なり、上司の決定が、意志が職員にパッと

伝わるようなそういう組織体制をつくっていかなければいけないとい

うふうに思います。そういった意味では部を統合しながら、あるいは

組織をもう少しフラット化して、グループ化をして目的をきちっと、

あなたはこういう目的を達成して下さいといったような目標による管

理等も必要になってくるんではないかなというふうにも思います。先

ほどの数字的な部分、定員適正化でありますとか、給与の適正化であ

りますとか、それは粛々と計画にのっとってやっていきたいというふ

うに思いますし、先ほどのマネージメントサイクルの話をさせていた

だきましたけども、これもぜひ職員をうまく回していくためにはぜひ

とも必要なツールであるということで、これは時間をいただいてぜひ

とも実現をしていきたいというふうに思います。 

また総論になりましたが、以上でございます。 

○松 浦 議 長   引き続き答弁を求めます。 

副市長 藤川幸典君。 

○藤 川 副 市 長   議員さんが具体的な指摘をしていただきまして、まず財源を生むと

言われましたが、確かに企業誘致、産業商工等含めてできるだけ精一

杯頑張りたいと思います。また半面、事業部門を市民の密着したイン

フラ整備が大部分占めておりまして、これにはまた必要以上の財源が

必要になってくると私は思っております。財源を生むだけじゃなく、

出る方も事業部門は多大なものがあろうかと思っております。 

いずれにいたしましても、財政を分析しながらそういった事業展開

をしない限り、今後の自治体は生き残れていかないと私は思っており

ます。先ほど増元副市長が言われましたように、職員の体制等につい

てはいろいろな制度改革がございますが、当然その前に市役所の体質
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改善を目指して取り組んでいく必要があろうかと思っております。 

以上でございます。 

○松 浦 議 長   引き続き答弁を求めます。 

総務部長 新川文雄君。 

○新川総務部長   質問の中の半面、５千人を超える団体についてはという質問でござ

います。このことにつきましては、国の法律の中で官民を問わずそう

した情報の状況でございますが、国におきまして個人情報保護法に関

する法律を作成をいたしております。そこの中で、個人情報取り扱い

事業者という項目を定めておりますけども、そこの中で言っておりま

すのは、事業者で個人上のデーターベース等を供しているということ

なんですが、国の機関、また地方公共団体、独立法人については除く

ということになっております。そういう関係で個人情報の保護に関す

る法律、施行令の中で個人情報事業者から除外されるものということ

で、ここの中で５千人を超えないものという条文をうたっております。

これは過去６ヵ月以内ということで、例えば民間の金融機関等の情報

をぎょうさん持っておりますけども、そういうところを示しているん

じゃないかなというふうに思っております。いずれにいたしましても、

本市の場合におきましては、安芸高田市としての個人情報保護条例を

設置させていただいとる関係で、この条文に遵守した条文の中で定め

をさせていただきたいと思っております。 

それと運用の状況でございますが、確かに本日までのそうした審査

会の中で、原課の方からそうした目的外利用ということで、案件が出

ております。例えば介護保険の受給者の情報という回答の中で、その

中に敬老会、高齢者の福祉大会とかそういう必要な名簿、そのことに

つきましては市が敬老のお祝い品を送付するとか、そういう入所施設

に対するお祝い、いろんな情報をそこの中で家族等の連絡が取れない

場合には施設先が知りたいというような状況の中で、目的外利用する

ので介護保険に伴います受給者の情報を開示してほしいということが

例で１件、審査会の方でやっておりますが、審査会の意見としては、

承認するという情報でございます。そういう例題を出させていきまし

ては、いろんに原課の方で各部分で行政の事業の実施と地域の振興会

の皆様、また各種団体等と行政があるべき姿の中で事業していかなく

てはなりませんので、原課の方が主体性を取らせていただいて、情報

の開示の判断をするかしないかの審査会にかけるということで、十分

開示されますと、その情報の主旨も十分理解をしていただく指導等も

必要になってくるのではなかろうかと思っております。こうした保護

条例の条文があります関係で、本市と同時に安芸高田市の職員のハン

ドブックというものを作成させていただいております。ここの中に記

述をさせていただいて、個人保護条例とはどういうものかというとこ

ろからある程度整理をさせていただいて、職員の質を高めたいという

ように思っております。それと事務室内のあらゆる情報が職務上の関
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係で出ておるというところでございますけども、基本的にはこうした

執務の関係の中で、やはり一人ひとりが保護という観点の中で意識を

持った仕事をするしかないと思っております。各窓口業務であります

とか、各課の部分におきましては、シュレッターという形のもんもあ

る程度整理をさせていただいております。そういう形の中で、そうい

う保護のセキュリティ管理をさせていただいておるというのが現状で

ございます。 

以上でございます。 

○松 浦 議 長   引き続き答弁を求めます。 

市民部長 杉山俊之君。 

○杉山市民部長   住民基本台帳カードについての利用についてのご質問であったろう

と思いますが、今現在市における住民基本台帳カードの延べ交付件数

は平成１８年８月末現在で１０７枚を交付しております。今ご指摘い

ただきましたように、利用目的が少ないということでの復旧率が悪い

というふうに私としても感じておるところでございます。また、この

カードを使った公的個人認証サービスによる電子証明書の発行件数で

ございますが、同じく１８年８月現在で延べ件数が３８件でございま

す。このカードにつきましては、本人の確認のための公的な身分証明

書としても活用ができるわけであります。また質問いただきました公

的施設等の利用カード、あるいはプールとかきれいセンター、そうい

う利用の仕方も今現在、カードの中に独自利用領域の多目的利用がで

きるようなことになっておりまして、カードのＩＣチップの中にそう

いうことを組み込むということでございます。今現在総務省で１８年

４月１日現在で条例制定をして、全国で１０２の市町が実施しておる

状況でございます。そういう独自利用領域の多目的利用ということで、

取り組みをすれば、先ほどご質問がありましたいろんな取り組みがで

きるようになるということでございますんで、今年度、担当課の方で

調査研究を行うように指示をしておるところでございます。 

なお、今の１０２市町の中では広島県ではまだ利用されておりませ

ん。残念ながらそういう状況でございます。ハード、ソフトの関係等、

財政的な問題もありますので、調査研究しながら、来年度あたりに公

表ができるのではないかというふうに考えておりますので、よろしく

お願いいたします。 

○松 浦 議 長   引き続き答弁を求めます。 

教育長 佐藤勝君。 

○佐 藤 教 育 長   教育長として子育てのことについての考え方を答弁をさせてもらい

たいと思います。まずお断りをしておきますけれども、子育て全般に

ついて教育委員会の教育長として、お答えするということについては

なかなか今の段階で難しいものがございますけども、先ほど申し上げ

ましたように、放課後子どもプランについては国の方針として小学生

の子どもを対象にしておるということがございますので、教育委員会
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としてそれを避けて通るということは決して思っておりませんし、現

在そういうふうな担当しております福祉保健部との連携をするなかで、

今後の対策について考えを前に進めてまいりたいと思っております。

ただ、同じするんにいたしましても、先ほどちょっと申し上げました

けども学校規模もございまして、すべての学校が一斉にできるという

ことはできないと思っておるんですよ。それで、それぞれできるとこ

ろから考えていかざるを得ないんじゃないかなというようには思いま

すけども、後ろに引いて前向きに考えていないということではござい

ません。ただ私見を申し上げさせていただきますと、現在の子どもの

虐待とかいろんな子どもが親を殺すとか、いうような事件が今頻発を

しとるんですよ。その中でなんでそうなるかということを考えた時に

は、本当に子どもを育てる親の苦労が子どもにも伝わる、子育ての息

づかいが伝わるということがいいか悪いかわかりませんけども、そう

いうことを日本の、あるいは世界の中で伝えていかないと、なんぼ貧

しくても目は輝いていくような子どもにはなかなかなりにくいんじゃ

ないかのということは、個人的には思っております。しかしそれだけ

では、子どもが安心安全で遊べる場所というのは今の中ではつくるわ

けにはいきませんし、少子化対策も進めていくことはできないという

思いももちろん持っておるわけでございまして、十分に内容も検討さ

せていただいて、市全体としての方向のなかで、教育委員会の果たす

責任はきちんと果たさせていただきたいと、このように思っておりま

す。  

以上です。 

○松 浦 議 長   引き続き答弁を求めます。 

福祉保健部長 廣政克行君。 

○廣政福祉保健部長   児童クラブの件についてお答えいたします。 

先ほど教育長が申しましたように新制度につきましては、確かに厚

生労働省と文部科学省の放課後子どもプランというひとつの新制度が

できるという、どちらがするにつきましても、今からの予算要求とい

うかたちであろうと思います。本市にまたまち合うかどうかというこ

ともあります。そこらの点も不透明なところもございますが、先ほど

のご指摘のようにそれぞれ各学校に３館７クラブの子育ての支援事業

として実施をしております。この現況につきましては、ほとんど合併

時のそれぞれの町の考え方を尊重しての運営という形ですが、高宮町

には３校の小学校がございまして、今それぞれ支所と連携をして地域

の方に説明等も今入っております。問題点はクラブの方につきまして

は補助金をいただいての、補助金と市の一般財源、また負担金をいた

だいての運営事業という形になっております。仰せのように９００万

余りの補助金をいただきまして、大体２，４００万程度の事業を起こ

しております。問題点は補助金をいただくにはある程度の制限がござ

いまして、児童数の制限、開校の制限等も。補助金をいただくわけで
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すから、それなりの目的に達するものという解釈をしておりますが、

問題はこれに関します制度に対する条件の達成しないという、ひとつ

のところの学校である。ご指摘のように環境も違いまして、複式学級

からマンモス校までありますが、ひとつの目的としましては独自とい

うかたちも考えていく必要もあろうと思います。ただそこらの地域の

考え方なり、父兄の保護者の考え方なりも今、協議をさせていただい

ておりますし、一般財源のみならず新制度等も合わせまして、今後教

育委員会の方も協議いたしまして、これに対応してまいりたいと思っ

ておるところでございます。よろしくお願いします。 

○松 浦 議 長   以上で答弁を終わります。 

再々質問がありますか。 

１０番 熊高昌三君。 

○熊 高 議 員   組織の関係ですが、フラット化をするかどうかということで部長制

を継続していくんだという増元副市長の答弁であったというふうに思

うんですが、現状で部長体制でなかなか市長の指示、あるいは下から

の意見というのが上がりにくいという、体制は我々はそう見とるんで

すね。だからそれをフラット化をするという方向になれば、組織改革

の意味があろうと思いますが、現状の課題を解決できないような組織

改革であれば、しない方がいいと思うんですね。現状の中をもう少し

問題点を探っていくという方がいいんじゃないかなという気がします

んで、そこらは基本的に現在の部長制というのは問題ないんかという

ふうに受け止めざるを得ん答弁だったと思うんですが、そこらは今後

検討するということですが、一番基本的なことですから今の時点でそ

の辺の問題意識があるんかないんかいうのは再度お聞きしたいという

ふうに思います。 

支所長の権限ということについては、再度お聞きしたいと思います。

支所長の権限ということには、あんまり皆さん触れていただいており

ませんが、支所長さんあたりはじくじたる思いがたくさんあるような、

にじんだ顔をしておられますが、そこらがどんなふうに受け止めてお

られるんかどうか、私は皆さんの答弁からは感じられないんですね。

今回災害の対応で総務部長、支所長とのやりとりというのはうまくい

ったんですか。例えばごはんひとつ食べるにしてもしっかりとした支

所の中での対応というのはある程度本庁あたりも含めてマニュアル化

して、災害中で飯の段取りもしてないような本部の体制というのはど

うなんかなという気がしますね。そこらを把握されておるかどうかわ

かりませんが、やはり支所の現場の一線の気持ちという状況というの

をくみ取れるような本庁でないと、災害対策本部の意味がないと思う

んですね。だからそこらは具体的に今回の災害も含めて、前回もあり

ましたけども、本当にどんなふうに対応されておるんか、実態が十分

把握できとるんかどうかというようなことを再度お聞きしたいと思い

ますんで。市長さんにはさっきのフラット制の問題、これを再度、最
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後の質問ですからお聞きをしたいというふうに思います。藤川副市長

さんには身体も大きくてしっかり受け止めていただけるような力があ

るような感じがしますんで、金を生むような意識はありませんでして、

使う部分の分も自分もたくさん使う部分もありましたんで、使うのも

豪快に使って、儲けるのも豪快に儲けてもらうといったバランスのあ

る取り組みをぜひともお願いをしたいというふうに要望をしておきま

す。 

総務部長、再度お聞きするんですが、情報の関係ですね、そこらを

しっかりやっていただきたいということと、個人情報の関係の市の職

員の教育、これはハンドブックがあるということですが、私は見た覚

えがないような気がするんですが、後見せていただきますが、一人ひ

とりの意識の問題ということですが、大きな銀行でそれだけ規則とか、

いろんな体制をつくっておる状況の中でも、一人ひとりの意識じゃな

かなかいろいろ規則でくくってもできんというところを５００人もお

る中で、一人ひとりの意識の問題だということで片づけられないから、

いろいろ問題が起きるんだと思うんで、やはりマニュアル化すべきも

のはして、それでもやはりいろいろ漏れがあると思うんですね。やは

り最低限するべきものはマニュアル化をしておくということが、私は

必要でないかと思うんで、そこらは取り組みを置かずにやるべきでは

ないかなという気がしますんで、再度、ご答弁はいりませんけども、

しっかりと受け止めていただきたいというふうに思います。 

それから住基ネットの関係、市民部長答えていただきましたが、３

月にも明木議員の方から提案をしておるんですね。現在検討中という

ことですが、そういった検討中ということが、あまりにも後手後手で

多すぎますよね。だからやっぱり今の時点でこのくらいは考えており

ますというのがあるんじゃないですか。あるというふうに期待をして、

私は聞くんですけども、やっぱり３月に提案されて年度の半ば状況の

中で予算にも次に載せにゃいけん状況の中で、いろいろ検討してます

というんじゃ少し怠慢じゃないかなという気がしますんで、もう少し

具体的な提案をされておるんだと思いますんで、再度ご答弁をいただ

きたいと思います。財政的な問題があると言われましたが、どういう

財政的な問題があるのかというのもお聞きしたいし、本当にお金を使

わんとできんことなんかいうのもちょっと財政的ということで、どん

なにお金がかかるんかなという気がしますんで、お金がどのくらいか

かるんか教えていただきたいと思います。 

それから児童館、児童クラブの関係ですが、福祉保健部長と教育委

員会連携して今後の取り組みをされるという状況になると思いますん

で、しっかり連携をしていただきたいと、なすり合いをしないように

しっかりお互いが協調していただくようにしたいと思いますし、教育

長が言われる親の気遣いの伝わるような子育てというのを当然施設に

預けて親は仕事をしたり遊んだり、そういう若い人が多いのをあえて
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言いたいんだというような言い方をされたようですが、私もその分は

同感の部分もないとは言えないんですよ。昨日敬老会がありましたけ

ども、個人的なことですが、私も孫を持ちまして同居しておりますか

ら、やはり若い人の子育ての状況を見ると、非常にきついですね。私

なんか４人育てましたが、よう育てたなあと。女房がひとりでやった

んだなというふうに思いますけども、やっぱりそこに年寄りの部分、

あるいは３世代、４世代でちょっとした年寄りが抱えすぎたら嫌われ

ますけども、ちょっとした心遣いで手伝いをすると、やっぱり若い親

がキレたりそういうことがないようなそういった子育てができるんで

はないかと思います。だからそういう子育てもぜひとも推進をしても

らいたいというふうに思うんですが、男女共同参画とかそういうこと

ともいろいろ関係はあろうと思いますが、そういった息づかいがある

３世代暮らせるような施策をするためには、総合的な施策が必要なん

です。住宅の問題。あるいは職業の、さっきいろいろありましたね。

総合的なものをやっぱり教育委員会も頭を突っ込んで、今猪口大臣で

すかね、あこらがいろんなところへ首を突っ込んでやられるくらいの

教育の部分でよそにも言うべきことは言って、よそがやりよるんだか

ら私らはこれしかできんのじゃといったことじゃなしに、総合的な取

り組みで、そういう息づかいのあるような子育てができると思うんで、

そこらをやった上でそういう希望があるんだということを私は言うべ

きじゃないかなという気がしますんで、この議論をするときりがない

ような話になってくると思いますので、そういった感じを受けました

んで、しっかり教育長も取り組みをしていただきたいというふうに思

います。 

福祉保健部長、予算が国の補助が９００万くらい出るということで

すが、全部児童館にしたらどのくらい、今の９００万以上にかかるん

かどうかという試算をされたんかどうか、国から補助もらわんでも全

部児童館のようにしてやれば、単純に言えば９００万出せばいいんか

なということでもないんかなという思いがするんですが、児童館の方

が全体の把握ができるということなんで、児童館、児童クラブそれぞ

れ長所短所はあると思いますが、そこらまでも試算をされて国の補助

がなくなって、市だけでやったらどうなんかという検討されたのかど

うか、そこらを最後に確認をしておきたいと思います。 

○松 浦 議 長   ただいまの質疑に答弁を求めます。 

まず初めに、市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   機構改革のご提案でございますが、熊高議員はフラット化の方が望

ましいんじゃないかと、このようなお話しでございますが、現在検討

中でございますのでまだこれというものが決まっておりません。した

がって、議員のご意見も十分参考にしながら、今から最終的な結論を

出していきたいと思います。 

○松 浦 議 長   引き続き答弁を求めます。 
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総務部長 新川文雄君。 

○新川総務部長   災害の関係でございます。ご承知いただきますように合併をし、大

きな災害は今回でまだ第２回目の対応をさせていただいたところでご

ざいます。そういう状況の中で、合併後初の災害対応ということで当

初合併時に考えておりました体制を、今回の第２回目につきましては

変更をさせていただいております。そのことにつきましては、支所の

体制、また本庁の体制ということで、支所の体制を少し重圧にすると

いう考え方の中で整理をさせていただいたということでございます。

そういう状況で、今回の災害におきましても注意報の関係からは職員

の体制を取っておりましたけども、９時以降の体制ということが非常

に強化になった状況でございます。局部的な集中豪雨によります対応

ということで、今回の災害というのが局部的な雨等も地域によって非

常に変わっていたという状況がございまして、一番ひどい状況が八千

代、また吉田、甲田の一部も出ておりましたけども、いろんな情報の

ことにつきましては、向原については早い状況の中である程度おさま

っておったということもございますし、高宮、美土里の方もそういう

状況にあったように聞かせていただいております。当然支所長さんの

いろんな問題点のぶちあたり、そういうことについてはどのような対

応をしていくかということもいろんな角度の方では電話等の対応もさ

せていただいたところでございます。いろんな今回も、１６日夜から

１７日朝方にかけての対応でありますが、災害対策本部を解除すると

いう経過に至らない状況にございました。そういうことで、対応はい

ろいろさせていただいておるわけですが、基本の１８日の最終につき

ましては、被害の状況、対応等につきましては１１名の職員を八千代

支所の方に動員を早朝からさせたわけでございます。そういうことの

中で、被害の実態調査なりそういう形のものもある程度集約をすると

いうことの整理をさせていただいたとこでございます。それと、本災

害本部のそうした調整項目でありますけども、今回は県河川の関係が

非常に多くございますんで、独自市の対応というのはなかなか難しい

ということで、職員を農林建設、産業振興部と建設部等についてはや

はり現地主義を取らせていただいて、現地を中心的な形の中で調査対

応をするという情報を得るということが一番いいんではなかろうかと

いうことで、今朝ほどからそういう対応の中を考えをさせていただい

ておるわけでございます。 

いずれにいたしましても、今回２回目の災害対応という状況とらさ

せていただきましたけども、まだまだ改善をすべき形があるんではな

かろうかと思っております。総合的なまとめはまだできておりません

けども、今後における問題点等は十分、実態の把握を調査しながら次

の対策に向けた方法を講じさせていただきたいと思っております。 

それと先ほどの職員の意識、マニュアルの関係でございますが、こ

の点につきましては、庁舎内で事務事業しております関係については、
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原課主義の形の中でいろんな事務のマニュアル化が必要になってきま

すので、そういったことについては十分原課の方にも指導を重ねさせ

ていただきたいというように考えております。それと食事対応であり

ますけども、ちょうど休みの対応になっておりました。食堂も休んで

おるというような状況で、我々本部内におります状況の中もパンを食

べたという状況でございますし、昨日の１８日は朝食からずっと取っ

てない、とうとう回っておりましたら朝、昼食べてない状態というこ

ともありまして、副市長さんも食べられなくて対応されていた状態も

ございますので、今後こうした職員の健康管理もやっていかなくては

なかなかならない点があるんかなと思っております。２４時間の体制

の中で職員も事務作業するわけでありますんで、いろんな角度の中で、

やはり班編制等をつくらせていただいて、睡眠をある程度とる状態を

とらないと、１職員がひとつの職場の中でずっと対応するのはなかな

か無理なのかなという思いもいたしておりますので、全体の中で考え

ていかなくてはなりませんので、ある程度臨機応変にできる対応につ

いては、敏速な対応の中で今後検討をさせていただきたいというよう

に思っております。 

以上でございます。 

○松 浦 議 長   引き続き市民部長 杉山俊之君。 

答弁を求めます。 

○杉山市民部長   住民基本台帳カードの利用目的でございますが、先ほど答弁いたし

ましたように、調査研究ということで答弁させていただきましたが、

その予算等も含めて今検討をさせているところでございます。また、

施設の各利用施設の各利用部局との連携も必要になりますし、パソコ

ンの配置、あるいはカードの読取り機のハードな部分の予算的なもの、

あるいはシステムの開発のソフトの部分等、まだ全く今から始めるわ

けでございますんで、現在調査研究ということで答弁をさせていただ

いたところでございます。また私もこの４月に市民部の方へまいりま

して、そのことを聞かせていただいたのが最初でございますんで、私

自身もまだ認識としてわからない部分もあります。 

今後、鋭意努力をいたしまして、実施の方向に向いて取り組んでい

きたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○松 浦 議 長   引き続き福祉保健部長 廣政克行君。 

○廣政福祉保健部長   児童クラブを児童館にすべてした場合というご質問であったように

思いますけども、先ほどご答弁いたしましたように、児童館は運営の

場合には運営補助金はなく、すべて保護者負担金と市の一般財源で負

担をさせていただいております。で、運営をしております。クラブの

７館につきましては、先ほど言いましたように９００約、これは当初

の１８年度予算で申し上げておるんですけども、９３０万弱の補助金

をいただいて、保護者負担が７２０万程度、市からの一般財源が７９

０万程度で事業を起こして運営をしておるという形であります。単純
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に申し上げまして、児童館に全７館７クラブを補助金にできるかどう

かわかりませんけども、例え話でした場合、児童館にした場合には児

童クラブとしての運営と違いまして、運営費が入らなくなると。要す

るに９３０万弱の補助金は入らなくなるということだろうということ

でございます。で、その負担をどこに持っていくかと言いますと、保

護者の方に持っていくわけにはいきませんので、その９００万程度の

金額は一般財源で補うという形になろうと思います。今予算でいきま

すと３館７クラブで大体一般財源が２，１００万、２０万程度ですか

ら、この９００万円を財源に回しますと３千万弱の財源が必要だろう

という形になります。そういった意味で、それぞれの学校の、この運

営につきましては学校区単位での運営をとるわけでございまして、今

後保護者のニーズ等も多様化してまいりますので、その辺も保護者の

ニーズ等も多様化してまいりますので、その点の新制度等合わせまし

て、教育委員会等先ほど申しましたように支援対策を講じてまいりた

いと、このように考えております。 

○松 浦 議 長   以上で熊高昌三君の質問を終わります。 

この際、１６時４０分まで休憩いたします。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午後  ４時２５分 休憩 

午後  ４時４０分 再開 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○松 浦 議 長   それでは時間が参りましたので、再開いたします。 

お諮りいたします。 

議事の都合により、本日の会議はあらかじめ延長いたしたいと思い

ますが、これにご異議ございませんか。 

〔異議なし〕 

○松 浦 議 長   ご異議なしと認め、本日の会議はあらかじめ延長をいたします。 

続いて通告がありますので発言を許します。 

１２番 金行哲昭君。 

○金 行 議 員   はい、１２番。 

○金 行 議 員   本日の最後でございます。 

私は通告のとおり大枠３点質問させていただきます。 

まず初めに、職員の健康管理でございます。先ほどから職員の教育

等々が議員の間、また執行部の答弁の間に出ております。教育と健康

管理というのは非常に互いがございます。教育がしっかりしておれば

健康管理もしっかりしておるということで、前置きはここまでにしま

して、私が質問させていただきます。職員の健康保持促進を図るため、

労働安全衛生法に基づく職員の定期的健診の実施後の措置、保健指導

等を確実に実施する必要があると考えます。実施されているのか、た

だ職員に法規上健康診断受けなさいで終わっておるのか、というとこ

ろをお聞きします。なぜこういうことを質問するかというと、今一般
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職の中で１４、５名の方が病休で休まれております。その中でも心の

病気というんですかね、悩んでおられる精神的な病気がおられる方が

合併時からどんどん増えている。増えているというか横ばい、私のと

った統計では横ばいくらいであまりよくなっていない、いろんな合併

でございましたが、その等々の職員の教育、教育言ってますがやっぱ

り教育イコール健康管理ですね。健康が悪くては教育をしても職員は

育たないいうんですか、よくなりませんね。そこで保健指導にあたっ

て、安全衛生規定によってどのように指導されているのかお聞きしま

す。それで、本年ですかね何％の職員が実施されたのかお聞きします。

それがまず１点目でございます。 

今度は市民の健康、総合健診についてお聞きします。幸い我が市で

は総合健診が非常によく行われております。高宮では４ヵ所、美土里

では２ヵ所、八千代でも２ヵ所、向原でも４ヵ所、吉田では５ヵ所、

甲田では４ヵ所行われております。合併してよその市町村ではこれを

１ヵ所にまとめたところや、町で１ヵ所ずつしかやっていないところ

がたくさん出ております。この総合健診を確実に行うということは、

生活機能低下の早期に発見できるのに一番良い市民、町民にとって一

番いい早期発見のことと私は確信しております。それがゆくゆくは我

が市の医療費の削減につながるのではないかと思います。その点はど

のように考えておられるのか、市長、また担当部長にお聞きします。

また、今幸い我が市ではいろんな条件があっても無料で行われており

ます。その無料で行われておる条件は何ヵ所かあるかと思いますが、

どのくらいあるのかお聞きします。また、昨年度何人の方が診断され

たのか、多分統計出ておると思いますんで、その２点をお聞きします。

それが２点目でございます。 

３点目に新型交付税の件でございますが、この新型交付税は６月定

例会では亀岡議員さんからも質問ございましたように、この法案は国

の予算の方向づけを示すため、骨太方針を審議する経済諮問会議で、

竹中法務大臣ですかね、新型交付税の導入を提案されて、竹中さんは

議員をやめるということもやっておられましたが、それは別に置きま

して、我が市においてこの交付税が非常に依存度が高いわけなんです

よ。だから我々議員としても、私としても非常に関心度が大きくござ

います。亀岡議員の６月の定例会で市長が、基準財政需要のベースで

２割程度を人口と面積に配分し、その後３年間はその割合を３割程度

まで拡張し、長期的には人口を基準とする配分、配合で拡大するもの

とされてますと市長が答弁されております。答弁の中にも当然中山間

地域に属する過疎地帯では、我が市では交付税が大きく節減されるの

は明白であるということも答弁されております。いろいろな複雑な要

素からも算出しますと、安芸高田市は増えることはなく減るとも言っ

ておられます。私もそう思って懸念して、今回の質問を出したわけで

ありますが、この新型交付税を地方を無視し、政策に対し近隣、もし
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くは中国、全国どのような抗議で要請されたのか、現状今後どのよう

な財政的にも大変だと思うんですけど、どう把握されてるのか、数字

とは言いませんが市長並びに担当部長どのような把握されているのか

お聞きします。 

大枠この３点をお聞きしまして、答弁の次第ではまた自席において

再質問させていただきます。 

○松 浦 議 長   ただいまの金行議員の質問に対し、答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   ただいまの、金行議員のご質問にお答えをいたします。 

労働安全衛生法第６６条第１項及び同規則第４４条並びに職員の服

務規程第２０条第１項により、事業主は職員に対し、年１回定期に健

康診断を受けさせなければならないとなっております。安芸高田市に

おいては、合併後毎年、職員健診を実施してきておりましたが、本年

度からは共済組合と共同しこれを実施することになり、その結果、職

員は人間ドック及び職員健診のいずれかを必ず受診することになった

わけでございます。また、健診の結果、再検査の必要が認められた場

合はこれを受けることができますが、本年度からはさらに、共済組合

が抽出し指定する、いわゆるメタボリックシンドロームを中心とした

健康指導を受けることができます。また、職員の健康管理を含めた衛

生管理を推進する体制整備の状況でございますが、本年度は資格の必

要な衛生管理者を３名、事業規模に応じて設置が必要な衛生推進員９

名をそれぞれ選任し、衛生委員会を設置することとしております。今

後におきましては、当該衛生委員会を中心に職員の健康管理はもちろ

んのこと、職場の巡視や点検、過重労働対策などに取り組んでまいる

所存でございます。 

次に総合検診についてのお尋ねでございますが、急速な高齢化とと

もに、食生活、運動習慣等を原因とする生活習慣病により、認知症や

寝たきりなどの要介護状態になってしまう人が年々増加し、深刻な社

会問題になっております。すべての市民の方が健やかで心豊かに生活

していくためには、従来にも増して健康を増進し、発病を予防する第

1 次予防に重点を置くとともに、第２次予防として総合検診・人間ド

ッグで病気の芽を早く見つけ、早い段階で摘み取ることが極めて重要

となってまいります。本市におけます総合検診につきましては、合併

後におきましても、旧町単位に９会場を移動しながら、約１ヵ月間に

わたって実施しているところでございます。お尋ねの検診料金が全額

助成され無料となる方につきましては、７０歳以上の高齢者の方、生

活保護世帯及び市民税の非課税世帯の方、それと国民健康保険の被保

険者につきましては全額助成を行っておるところでございます。受診

者数につきましては、昨年度が３，７９１人、本年度が３，５１３人

で２７８人の減少であるわけでございますが、これにつきましては、

吉田総合病院での人間ドッグ受診者が本年度は１，０３８人と昨年に
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比べますと、約２００名増えておりますので、全体では、昨年度とほ

ぼ同様の４，５５１名の方が本年度受診されたことになるわけでござ

います。 

次に新型交付税についてでございますが、三位一体改革の一環とし

て、交付税の算定基準の一部を人口と面積で配分し、長期的には人口

配分割合を拡大する計画がなされております。政府の基本方針では、

「地方交付税については､地方団体の財政運営に支障がないよう必要

な措置を講じつつ、簡素で新しい基準による交付税の見直しを図る。」

とあり、現段階では、人口と面積の按分比率等、具体的な総額につい

ては、今後の検討に委ねられることになっており、改革の根拠数値等

が示されておりませんので当市の影響額は把握できませんが、長期的

には、一定規模以上の自治体の半分が交付税の不交付団体となる計画

であることから、近い将来、交付税の総額は大幅に減額すると予想さ

れます。ただ本年の６月に地方危機全国大会というのが東京でござい

まして、それぞれ地方六団体が合同で日本武道館で開いたわけですが、

その時に私も出席をさせてもらって県の幹部職員にうちの場合はもし

今の状況で計算したらどうなるかというのを聞いてみましたが、県は

大体その時点で各市町村の影響額をどうも計算しておるようでござい

ますが、しかしこれを公表することは問題があるということなんで、

私にも教えてくれません。だが安芸高田市はまあまあのところですよ

と、こういうようなことがありましたんで、あんまり影響がなかった

んかなという感じを受けたわけでございますが、しかし今後これが今

は２割でございますが、全部人口と面積でいきますと恐らく影響は出

て来ると、このように考えております。したがって、地方６団体も住

民生活に必要なサービスを行うための財源が安定的に確保されるよう

国に対して強く求めておるところでございますが、対応策としては、

市の行財政改革のさらなる推進による経費節減により財源の確保が、

現在当市が取り得る唯一の手段であると考えております。交付税の減

少､国県補助金の削減により、これから先、市民の皆様からいただく市

税が歳入財源の大きなウェイトを占めてきます。これからも納税者の

視点・感覚に立った行政運営を肝に銘じて、効率的で市民の皆様から

信頼感のある行政執行体制の確立に、職員が一丸となって努めてまい

る所存でございます。 

しかし、ご指摘のように必ず交付税は減ってくるということは覚悟

をしておかないといけんというように、この国の政策の方向がそうい

う方向に向いて行っておるということでございますので、それに備え

て合理化を図っていく必要があろうとこのように考えておるところで

ございます。 

○松 浦 議 長   引き続き答弁を求めます。 

総務部長 新川文雄君。 

○新川総務部長   健康診断の受診状況でございます。４９９名の１８年度の職員に対
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しまして、市内の人間ドックを受診いたしております職員が４５０名

でございます。それと、県の方の財団であります環境保健協会という

のがありますけども、そこの受診が１８名。ＪＡが１４名。あと１７

名につきましては育児休業等休んでおる職員は受診しておりません。

１７年、ちなみにデーター的に言いますと人間ドックが４４８名で健

康保健協会の方が２４名でございますけども、１７年度の受診率より

１８年度につきましては職員に対して、受診指導をした成果が出てお

るんではないかと思っております。 

以上でございます。 

○松 浦 議 長   以上で答弁を終わります。 

再質問がありますか。 

○金 行 議 員   はい。 

○松 浦 議 長   １２番 金行哲昭君。 

○金 行 議 員   職員の定期検診の結果ですが、そこまでは私はあまり気にしてない

んです。受けて、受けて、なんぼ受けたと。そのあと受けた後になん

だかの成人病とかいろいろな病気が出ておる。そこらの指導をしなく

ては意味がないんであります。雇い主だから、管理者だから、そこら

をどう考えているか、それをお聞きします。 

それと、総合健診、非常に喜ばしいことで我が市はいい方向で、早

期発見、市民のこともあたりまえじゃ思っとってんかもわかりません

が、よその市では有料化されておるところが市長、あるんですよね。

聞いてみますと。我が市は当てはまる方で有料化されつつあるんです

が、我が市では有料化、まあ、いいことですよ。これは市長、ずっと

こういう考えでいってくださるんでしょ。これを２点お伺いします。 

それと、新型交付税ですよね。これは前亀岡さんも懸念されとった

んですが、これ合併の特例で１０年間保障すると、こうなっとるんで

すけどもここらは国の施策じゃけえ仕方がないんか、抗議してもらわ

にゃいけませんよね。そこらを聞いとってですか。答弁をお願いしま

す。 

以上、３点お願いします。 

○松 浦 議 長   ただいまの再質問に答弁を求めます。 

まず、市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   ご質問の総合健診についての現在無料にしておる制度でございます

が、これは先ほどちょっと部長に聞きましたら、今の制度は当分続け

ていけると、こういうことでございますので、お答えをさせていただ

きたいと思います。 

それから部長と話しよって聞き逃したんですが、要するに地方６団

体として、国に対してどのようにしておるかというご質問ではないか

と思いますが、例の地方交付税の改正。それでよろしゅうございます

か。 

○金 行 議 員   議長いいですか。言わせていただいても。 
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○松 浦 議 長   はい、どうぞ。 

１２番 金行哲昭君。 

○金 行 議 員   合併する前に１０年間いうのがあったでしょ。その分のきょうこう

ね。国の方針ですから、はいそうですかというのはちょっと。そこら

をどう考えておるのか。僕としてはだめだよと、そんなん言うくらい

の気持ちを持ってもらいたいということをお聞きします。 

○児 玉 市 長   これは全国的な大きな課題であります。合併をするひとつの条件で、

約束であったわけであります。交付税は減らさないという。合併した

市町村については、多少基準が下ってくることはあるが、大きな減少

はさせないようにするというのが、ひとつの国の約束であったわけで

ございます。国に聞いてみますと、その約束を反古にするといったよ

うなことはまだ言っておりませんが、しかし今の実態から言うと、交

付税の総額そのものが減ってくると。そうするとこの交付税の総額の

中に合併に伴う交付税も総額入っておるわけですよね。ですから、枠

外に合併の交付税があるわけじゃないわけでございます。したがって、

我々としては約束だけは絶対守ってもらいたいということも強力に地

方６団体でその国に要求をしておるところでございます。そういうこ

とで、我々としては約束は守れるようにと、こういうことを強力にお

願いをしておるのが現状でございます。 

○松 浦 議 長   再質問についての市長答弁を終わります。 

引き続き答弁を求めます。 

総務部長 新川文雄君。 

○新川総務部長   職員の健康診断の受診後の指導という項目でございます。 

現在市におきましては、安芸高田市の衛生委員会というものの設置

をさせていただいております。衛生管理者３名、市長部局が２名、ま

た消防部局が１名という形の中で、３名を配置をさせていただいてお

るところでございます。そういう状況の中で、先ほどからご指導いた

だいておりますように、職員の健康管理に伴いますチェックと言いま

しょうか、そういう体制管理は持っておりますけども、先ほど市長さ

んの答弁の中にもございましたように、共済組合の方の受診をドック

という形の中で我々職員は受診をいたしておりますけども、メタボリ

ックシンドロームという新たな制度を今回導入させていただきたいと

思っております。この関係につきましては、職員の指導のスタートと

言いましょうか、これは共済組合の方も保健事業の一環の中で、事業

を取り組んだことでございまして、保健指導に対する参加指導という

ことで、取らさせていただきたいと思っております。例えば、一例で

ありますけどもそうしたドックの受診の中で、男性の場合でしたら、

そのウエストの関係が８５センチ以上、また女性でありますと９０セ

ンチ以上という形の中で、２項目以上に該当するということで、例え

ば高血圧、低血圧、また中性脂肪、コレステロール、空腹時のコレス

テロール等のチェックの定めをそれ以上ある人のデータを取り出して、
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この項目のチェックを保健指導の中で、６ヵ月の指導を行います。個

人ごとに対して６ヵ月行います。これはまた指導内容でありますけど

も、メールまたは郵便という形の中で保健指導をしていただくという

ことになります。この指導の委託先は広島県の保健協会というところ

で指導をさせていただきたいというように思っております。こうした

新たな制度を利用させていただいて、職員の健康管理をより一層に高

めていきたいという考えを持たせていただいております。 

それと先ほどから出ておりますけども、現在４９９名の職員に対す

る病気休暇という関係も数字で言っておられますけども、現在病気休

暇というのは１３名の病気休暇等がございます。そのうち先ほど出ま

した、心という病の病気というのが大体６名くらいそのうちおります

けども、この対応というのがかかっておる先生との綿密な連携という

ものが必要になってきますので、安全衛生士であります保健師等を一

緒に対応して、その職員の対応をさせていただいとるというような状

況でございます。どちらにいたしましても、産前、産後、育児休業と

いう制度もありますし、そういう職員については１５名ばかりが年間

ある程度固定的に休んでおるという、これは病気ではないわけなんで

すが、そういう状況にございます。長期の休暇者という判断の中で整

理をさせていただいておるところでございます。 

以上でございます。 

○松 浦 議 長   以上で答弁を終わります。 

再々質問がありますか。 

○金 行 議 員   はい。 

○松 浦 議 長   １２番 金行哲昭君。 

○金 行 議 員   職員の健康管理でございますが、あまりね、心の病を訴える方はそ

れなりに大変ですよ。民間はここまでは大変ですから面倒みんのんで

すよ。じゃが、市はまだおんびんされてる。ですが、やっぱりそれを

直して教育、教育イコール健康管理ですからね。そこらを部長、認識

しとって下さいよ。 

それと、市長、新型交付税ですよね、これは器がそれだから仕方な

いと私も思いますが、これはやっぱり政府が悪いんですよね。国が。

まあ今ここで国のことを言ってもしょうがない。それを思って、我々

も頑張りますから市長も頑張って、交付税を下げんように頑張ってい

こうじゃないですか。 

終わります。 

○松 浦 議 長   答弁は。 

○金 行 議 員   いりません。 

○松 浦 議 長   以上で金行哲昭君の質問を終わります。 

以上で、本日の一般質問を終了いたします。 

これをもって本日の日程を終了いたし、散会いたします。 

次回は、明日２０日午前１０時に再開いたします。 
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ご苦労さんでした。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午後５時１０分 散会 
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